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調査概要 

 

 

1．調査背景及び目的 

2019 年 10月に施行された「食品ロスの削減の推進に関する法律」第 18条において「国及び地方公共

団体は、食品ロスの削減について、先進的な取組に関する情報その他の情報を収集し、及び提供するよ

う努める」とされている。 

今回の調査では、諸外国が取り組んでいる消費者への効果的な普及・啓発等事例や、食品ロス削減

に関する税制等の優遇措置及び法律による規制等の現状等、諸外国における先進的な事例調査を行

い、我が国で同様の取組を導入する際の課題等の整理を行った。 

 

2．調査項目 

本調査では、以下の内容を調査する。 

・ 行政機関、事業者等が実施している食品ロス削減に関する消費者への普及・啓発等の内容及び

その効果 

・ 行政機関、事業者等が実施している食品ロス削減に関するテクノロジーの活用事例及びそ

の効果 

・ 食品ロス削減に関する政府の施策（税制上の優遇措置や法規制など）及びその効果 

・ 食品ロスの状況（発生量、削減目標など、根拠も含む） 

 

3．調査対象 

調査対象国は、アメリカ、イギリス、オーストラリア、フランス、ドイツを調査対象とし、計 5 カ国を調査する。 

 

4．調査方法 

文献調査及びヒアリング（オンライン）調査 
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1．アメリカ 

 

（1）食品ロスの状況 

EPA（米環境保護庁）は 2018 年に、米国の年間の事業者、家庭、国の機関などから出る食品ロス・廃

棄量は 1.03 億トンであると発表している。 

2015 年 9 月 16 日、USDA（米農務省）と、EPA は共同で、「2030 年までに食品ロス・廃棄量を半分にす

る」という内容の目標を掲げた。USDAの発表によると、2022 年 1 月現在、アメリカ政府は以下の 2 つの数

値を重要な指標としている。1 

EPA の推計では、2010 年に 1 人あたりの年間食品ロス・廃棄量は、平均 218.9 ポンド（約 99 ㎏）であ

る。これを 2030 年までに 109.4 ポンド（約 49 ㎏）にまで削減することを目標としている。なお、推計にあた

っては可食部と非可食部の区別はされていない。 

また、USDAの推計では、2010 年の小売業及び一般消費者の年間食品ロス・廃棄量は、約 1,330 億ポ

ンド（およそ 6,033万トン）と推計されている（EPA推計と同様に可食部と非可食部の区別はされていない）。 

アメリカは、USDAや EPAに加え、FDA（米食品医薬品局）が連携しながら、食品ロス削減に取り組んで

いる。 

EPA が公表する報告書において、一般消費者を除くアメリカの事業者の食品ロス・廃棄の業種別比率

が公表されている。そこでは、レストラン・フードサービス（55.67％）、次いで小売事業者（20.28％）の順に

多い（図 1-1 参照）。また、同報告書において、行政区画（カウンティ）における寄附食品の受給者数の分

布図が公表されている（図 1-2 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              
1 USDA, Food Waste FAQs (https://www.usda.gov/foodwaste/faqs) 

図 1-1 アメリカの事業者（一般消費者は除く）の食品ロスの業種別の比率（2020） 

EPA, Excess Food Opportunities Map Version 2.1 – Technical Methodology 

（https://www.epa.gov/sites/default/files/2020-04/documents/efom_v2.1_technical_methodology-clean_v2.pdf） 

https://www.epa.gov/sites/default/files/2020-04/documents/efom_v2.1_technical_methodology-clean_v2.pdf
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（2）行政機関が実施している食品ロス削減に関する消費者への普及・啓発等の内容及びその効果 

1） Food Loss and Waste 2030 Champions 

USDA と EPA は、「Food Loss and Waste 2030 Champions」という官民連携のプログラムを実施してお

り、2030年までに食品ロス・廃棄量を 50％削減することを公約した企業を紹介している。しかし、各企業の

具体的な削減目標は明言されていない。2022 年 1 月時点で 42 社の企業が参画している。 

参画企業の業種は、主に食品メーカー、飲食業、小売業である。企業規模は問われないが、実際は参

加企業の大半が大企業である。「大企業の取組は産業の模範になる可能性があり、その結果、より多くの

企業が食品の寄附などに興味を示してもらえたらよい」と USDA は考えている。 

「Food Loss and Waste 2030 Champions」に参画することで、エシカルの観点で注力している企業という

表明になり、消費者へ良い印象を与えることができる。また、食品に関わる企業の責任として、必要な行

動だと各企業が認識している。 

 

2） Food waste innovation fair 

USDA は食品ロス削減に貢献するアプリやサービスを展開する企業が集まる「Food waste innovation 

fair2」を 2021 年 5 月に開催した。オンライン上に 3 つの会場を設置し、そのうちの 1 つの会場において

USDA が企業に助成金を出した事例を紹介。他の会場では、「Food Loss and Waste 2030 Champions」に

関連する事例が紹介された。 

アメリカ国内において食品ロスは多くの人が問題意識を持っているテーマの 1 つであり、普及啓発の取

組としてスタートアップなどが食品ロス削減に貢献するアプリやサービスを展開している。今回が初めての

開催だったが、こうした企業がこの企画に多数参加した。USDA によると、予算内容を踏まえて、今年

（2022 年）も開催する意向とのこと。 

                                              
2 ReFED, Inc., 2022 Food Waste Solutions Summit（https://summit.refed.org/） 

図 1-2 カウンティ（行政区画）における寄附食品の受給者の分布図 

EPA, Excess Food Opportunities Map Version 2.1 – Technical Methodology 

（https://geopub.epa.gov/ExcessFoodMap/） 

受給者数 

https://summit.refed.org/
https://geopub.epa.gov/ExcessFoodMap/
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3） Food Date Labeling Act3 

2019 年に USDA、EPA、FDA は、一般消費者に期限表示に対する正しい認識を持ってもらえるように、

食品の日付ラベルの記載方法を標準化する戦略を打ち出し、2021 年 12 月に「Food Date Labeling Act」

が議会に提出された。 

これまでは、賞味期限と消費期限の表示が曖昧な商品の売り方も多々見られた。そこで、品質の期限

（賞味期限）を示すラベルと、消費の期限を示すラベルにあらためて大別した。事業者はどちらのラベル

を製品に貼ることも可能である。もし、事業者が品質の期限を示すラベルを掲載する場合は、「BEST if 

Used By」または「BB」と表示する。もし、消費の期限を掲載する場合は、「USE By」または「UB」と表示す

る。こうした取組は、パッケージング技術や食品の保存期間を延ばす技術などの向上に繋がり、結果的に

食品ロス削減に大きく貢献することが見込まれる。 

個々の食品事業者は食品ロス問題を深刻な事実として捉えているにも関わらず、ビジネス面では、大き

なサイズで販売することを好む傾向があり、レストランではプレートに多く食事を盛り付けたり、小売店では

まとめて購入することでお得になるような販売の仕方によって客を引き付けるが、これらは食品ロスの大き

な要因になっている。 

 

4） ウェブサイトや動画配信 

EPA と USDA は農家に対してウェブサイトなどを通して、余った農作物を家畜飼料に活用することを推

奨している 4。FDA のウェブサイトでは、食品ロス削減の啓発を目的とした動画を配信している。動画の長

さは数分で、アニメーションと文字とナレーションで構成されている。動画は、FDA の YouTube アカウント

にも掲載されている 5。 

 

5） パートナーシップ 

2019 年 4 月に、省庁間戦略を発表した。同年 4 月、食品ロス・廃棄物を減らすための連邦省庁間連携

の一環として、USDA、EPA、FDA は、ReFED と正式契約を締結した。ReFED は、アメリカの食品ロス削減

に取り組む企業や非営利団体、財団、政府のリーダーたちのネットワークからなる非営利団体である。こ

の正式契約の目的は、アメリカにおける食品ロス削減を目的とした戦略の実現に向けて、有効な方法を

評価するための体制を構築することである。 

2019年 10月、同じく食品ロス・廃棄物削減のための連邦省庁間連携の一環として、USDA、EPA、FDA

は Food Waste Reduction Alliance（FWRA）と正式な協定を締結した。この提携により、USDA、EPA、FDA

は、FWRA の創設パートナーである Grocery Manufacturers Association（消費者ブランド協会：現 

Consumer Brands Association ） 、 Food Marketing Institute （ 食品産業協会：現  Food Industry 

Association）、National Restaurant Association（レストラン協会）の 3 団体との業界教育・支援活動を正式

に開始することになった。FWRA は、食品廃棄物の発生量を削減すること、安全で栄養価の高い食品を

必要としている人々に提供する量を増やすこと、そして食品廃棄物による埋立地を減らすことの 3 つの目

標を掲げている。この官民協定を通して、下記 6 つの戦略を実行している。 

                                              
3 A National Strategy to Reduce Food Waste at the Consumer Level（https://www.nap.edu/read/25876/chapter/1） 
4 USDA, Farmers（https://www.usda.gov/foodlossandwaste/farmers） 
5 FDA, Food Waste Animations（https://www.fda.gov/food/consumers/food-waste-animations） 

https://www.nap.edu/read/25876/chapter/1
https://www.usda.gov/foodlossandwaste/farmers
https://www.fda.gov/food/consumers/food-waste-animations
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全米科学アカデミー（National Academy of Sciences）は、「A National Strategy to Reduce Food Waste 

at the Consumer Level」という、食品ロス対策に関する報告書を 2020 年に発表しており、一般消費者に

対して、どのような点に重点をおいて食品ロス対策の必要性や効果を伝えるかについて、下記の点をあ

げている。 

 

■一般消費者に向けた食品ロス対策「7 つの領域」6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                              
6 National Academies of Sciences, A National Strategy to REDUCE FOOD WASTE at the Consumer Level

（https://www.nap.edu/read/25876/chapter/1） 

優先項目 1：省庁間の調整を強化する。 

優先項目 2：消費者教育とアウトリーチ活動を増やす。 

優先項目 3：食品ロスと廃棄物測定に関する調整とガイダンスを改善する。 

優先項目 4：食品の安全性、食品の日付ラベル、及び食品の寄附に関する情報を明確にして伝える。 

優先項目 5：サプライチェーン全体で食品ロスと廃棄物を削減するために民間企業と協力する。 

優先項目 6：それぞれの施設で連邦機関による食品廃棄物の削減を奨励する。 

1. appealing to values - 食品ロスの問題を強調する（状況を説明して行動を求める） 

2. engaging consumers - 一緒に目的に向かう（目標設定や達成のためのスケジュールを決める） 

3. evoking social comparison - 参加する（食品ロス削減関連の活動に参加してもらう） 

4. providing feedback - 評価を与える（これまでの行いを数値などにして効果を伝える） 

5. providing financial incentives - 経済的な効果を伝える（経済効果（節約効果）を明らかにして伝える） 

6. modifying the choice architecture (i.e., nudges) - 選択を与える（食べ物の量、パッケージのサイズ、

皿の大きさ、トレイなどを食事をする者に選択してもらう） 

7. providing how-to information -教育する（食品ロス削減に貢献するスキルやテクニックを教える ） 

https://www.nap.edu/read/25876/chapter/1
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■EPA のウェブサイトに紹介されている消費者に向けの普及啓発内容 7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                              
7 EPA, Preventing Wasted Food At Home（https://www.epa.gov/recycle/preventing-wasted-food-home） 

①食品ロス削減のメリット 

・ 消費コストの削減になる。 

・ メタン及び二酸化炭素の排出量削減に寄与する。 

・ 食品や生ゴミによる汚染の機会を削減する。 

・ 食料の足りない人に余剰分の食料を提供することでコミュニティに寄与できる。 

 

②食品ロス削減の方法 

・ 1 週間分の献立表を作成することで、無駄な食料品の購入を減らすことができる。 

・ 自分で食べる食事の栄養成分をメモしておくことで、何を食べるべきか明瞭に把握することが可能に

なり、効率的な食料品の購入が可能になる。 

・ 外食の回数や場面などをあらかじめ決めておくことで、余分な食料品の購入を削減できる。 

・ 過剰な食料品の購入を避けるために、買い物に行く前に、必要な食材の個数等をメモ書きして持参

する。 

・ 買い物に行く前に冷蔵庫の中を確認し、既にある食材をいかに使い切るかを計画し、その中で足りな

いものをメモ書きして買い物に反映させる。 

・ まとめ買いは食品ロスにつながる恐れがあるので、使いきれる可能性を十分に見込んで買い物をす

る。 

・ 新鮮なものは大量買いするのではなく、新鮮なうちに食べきれる分量を計算して購入する。 

・ どの食材を常温・冷蔵・冷凍で保存すべきか把握する。腐敗した食材は、冷蔵庫の中の他の食材の

腐敗も加速させる。腐敗の早いものや、腐敗の可能性が高そうなものは別の容器で保存する。 

・ 水洗いは食べる直前までしないでおくと、カビの発生の機会を減らすことができる。 

・ 新鮮なうちに食べる食材は、分量を考えながら、先に洗ってカットして別の容器に移して冷蔵・冷凍保

存することで、計画的な調理が可能になる。 

・ 頻繁に冷蔵庫の中を確認し、期間内に消費できそうにない食材は、冷凍庫に移す。あるいは、早め

に調理した状態で冷凍する。 

・ 冷蔵庫の中の食料の分量を考慮して食材を買うことを習慣にする。 

・ 賞味期限を考慮することは大切だが、過度に捨てすぎることはやめ、賞味期限が近いものや、少し過

ぎたものは、火を通した料理にして食べられないか検討する。 

・ 食材は必ずしも、そのメインの部分ばかりではなく、葉っぱなどは調理することが出来る場合も少なく

ないので、効果的に利用する。 

・ スープ、炒め物、スムージーなど、残り物を混ぜやすい調理方法を学んでおく。また、こういった残り

物調理方法を紹介するウェブサイトなどを知っておき参考にする。 

・ レストランでの食事の注文時に、分量を確認する。余る場合は、持ち帰りを心掛ける。 

・ ビュッフェ形式では取りすぎないことを心掛ける。 

https://www.epa.gov/recycle/preventing-wasted-food-home
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■USDA のウェブサイトに紹介されている K-12※に向けた普及啓発内容 8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※K-12 とは、幼稚園から始まり高等学校を卒業するまでの 13 年間の教育期間を指す。 

  

                                              
8 USDA, Schools（https://www.usda.gov/foodlossandwaste/schools） 

①Offer-versus-serve (OVS) 

学校が提供する給食を、生徒側が提供を拒否して自分で食事を持参する試み。無駄な食事の提供を減

らすための方法。OVS は高校では必須だが、小中学校では、学校ごとに選択制になっている。 

 

②Market your meals 

学校の食堂や売店などのメニューに新商品を入れる際に、生徒に味を評価してもらうことで、学校が提供

する食事の味を向上させ、食べ残しを削減する。 

 

③Extend lunch from 20 to 30 minutes 

食事の時間をより長く取る。特に、10 歳以下の子供は比較的食事に時間がかかるため、昼食の時間をこ

れまで以上に長めに確保する。 

 

④Create share tables 

アメリカの学校は、全生徒に対して給食を提供することが義務化されてい

るが、生徒が苦手な食品を食べ残すことにより、食品ロスが発生しており、

USDA はこういった現状に対する対策として、予め自分が食べない食品を

「シェアテーブル」に戻し、他の生徒がシェアテーブルにある食品を自由に

取ることができる仕組みを構築した。 

子供がそれを食べないことを選択した食料品を返品できるコーナーを設

ける。このコーナーに返された食料製品は、他に欲しがる子供がそこから取

れるようにする。 

 

⑤Saving food items 

十分に食事を取る時間がない場合、生徒は時間内に食べられなかった食事を学校の冷蔵庫等に保存し

て、放課後に食べることができる。 

 

⑥その他 

学校で食品ロス問題を教えるガイダンスを行ったり、学校に食品ロスに関するデータを掲載したり、報告

書を常備するといった試みも行われている。 

出典： DC FOOD PROJECT 

 

https://www.usda.gov/foodlossandwaste/schools
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■Food Loss and Waste 2030 Champions 参画企業 9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■Food Loss and Waste 2030 Champions 参画企業の主な取組 

社名  Aramark 

業種  食品加工、フードサービス 

概要  メニューの作成、顧客の分析と予測、無駄のない材料調達・材料管理、廃棄食品

の追跡といった総合的な食品管理のプロセスを使い、食品廃棄を可能なかぎり少

なくしている。 

 事業から出る食品ロスを 100%削減することを目標にしている。何をどれだけ準備

するかを事前により正しく判断することで目標に近づけたいと考えている。 

 また、クライアントと連携しなが

ら、堆肥化プログラムを実施し、

埋立地にいく食品ロスを減らして

いる。 

 同時に食品ロスをフードバンクな

どの食品寄附に回す努力も行っ

ており、年間にしておよそ 4.5 トン

もの食料を寄附している。2020

年にいたっては、予想外のロス

があり、およそ 7.9 トンもの食品を

寄附した。 

 

                                              
9 USDA, Food Loss and Waste 2030 Champions（https://www.usda.gov/foodlossandwaste/champions） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アリゾナ州立大学で行わ れた Food waste 

consumer education キャンペーンのときの様子 

https://www.usda.gov/foodlossandwaste/champions
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社名  Bon Appétit 

業種  レストランチェーン 

概要  Bon Appétit は食品ロスの測量と廃棄の削減に 2007 年以来取り組んできた。 

 2018 年には、食品ロスの専門家、調理者、エンジニアなどが「Waste Not」という独

自の生ゴミ追跡ツールを開発した。あらゆるサイズと種類のキッチンでの食品ロス

を特定できるようになった。 

 Food Standards Dashboard というツー

ルに、食品ロスとその処理方法を記載

して、情報を共有している。 

 2020 年の前半には、全国的に多くの

店を閉鎖し、大量の食品ロスが出た

が、この内 11 トンあまりを寄附した。

Bon Appétit は、食品廃棄は埋立地に

送るのではなく、生活困窮者などに寄

附する方針を徹底している。 

 

社名  HelloFresh 

業種  食材キット宅配サービス 

概要  先進的な分析ツールや、商品を紹介するデジタルツールを駆使して、消費者の

要望を的確に把握し、無駄のない食事の提供を実現している。顧客の購買予測

を行い、必要な量以外は食料品を準備しないよう心掛けている。 

 HelloFresh では、購入する食材の 2%以下まで食品ロスを抑えており、余剰食品は

地元のフードバンクに寄附している。ここで寄附される食品のほとんどは新鮮な野

菜や健康的な食品であり、フードバンクが求めている食品でもある。 

 また 2020 年には食品ロスのデータ収

集能力を高め、寄附できない食品のロ

スで、堆肥を作るといった試みを始め

た。 

 2019 年には、フードバンクに 250 万食

も の 食 事 を 「 Newark Foundation 

Thanksgiving Turkey Dinner」などのチ

ャリティイベントを通して寄附した。 

 

 

  

キッチンのスタッフが「Waste Not」を使ってい

る様子 

HelloFresh の堆肥を使っている米ニュージャ

ージー州の農家の様子 
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社名  Conagra Brands 

業種  食品会社 

概要  Conagra Brands は食品ロスを削減するために、EPA の推奨する、食品ロスの処理

方法の最善策「Food Waste Recovery Hierarchy」を参考に、余った食料は、人に

寄附し、次に動物の飼料として活用し、油などはバイオ燃料に変換し、また堆肥

にできるものは堆肥にするなどして、食品ロス削減に取り組んでいる。 

 シカゴの本社では、独自にデザインしたリサイクル箱に廃棄食品を入れるなどして

おり、2018 年にはおよそ 1.8 トンの堆肥を生成した。 

 ペンシルベニア州のミルトン缶詰工場では、生産工程を改善し、作物の収穫量を

減らして、1,150 トンの食品廃棄を改善することを目的に取り組んでいる。アイオワ

州のウォータールー施設では、使用している機器を改善して、22 万 5,000 袋（36

トン）もの食品廃棄をおさえた。 

 オハイオ州トロイの工場では以前

であれば廃棄していた食品をス

ナックやピザにして学校給食に

提供している。ジョージア州シル

ベスターにあるピーナッツバター

の工場では、バターにできないピ

ーナッツの皮や破片を使い、動

物の飼料を 2000 トン生産した。 

 

 

社名  Kellogg Company 

業種  食品加工会社 

概要  Kellogg Company は可能なかぎり食品ロスを食料が必要な人に寄附するよう心掛

けている。日々、商品の生産プロセスにおける食品ロスを抑える方法を研究して

実践している。 

 Kellogg Company は、Consumer Goods Forum の定義する食品ロスの定義を使用

している。これは、可食部と非可食部の両方を含んだ、買い手の見込みのない食

品のことを指している。 

 また、米国においては、「Nutri-Grain bars」や「Pop-Tarts」などの商品に、見た目

が不格好なリンゴやイチゴを積極的に活用している。 

 商品には「BEST if used by」のラベルの使用を徹底することで、消費者が廃棄に回

す確率を減らしている。 

 Kellogg Company は、国連や英 WRAP などが作った食品ロスの削減を目的とした

連合「Food Loss and Waste Accounting and Reporting Standard」の最初の加盟企

業であり、自社の食品ロス量をいち早く測量して、連合に提供した。 

 2018 年には、食品生産の過程で食品ロスの 2.6%の削減に成功した。2016 年と比

較して、生産過程における食品ロスをおよそ 12%削減している。 

 

アイオワ州のウォータールー施設のスタッフが寄附

される食品を持っている様子 
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社名  Kroger 

業種  スーパーマーケットチェーン 

概要  食品の生産者・小売業者である Kroger は、業務工程のあらゆるステップで食品ロ

スの削減を心掛けている。可食部の食品ロスは、食料が必要な人に積極的に寄

附している。 

 生産プロセスにおいて、食料調達チームは最も効率のいい食料調達を心掛け、

食品ロスを最小限にする努力をしている。Kroger は米最大のフードバンク

「Feeding America」の創設メンバー、Feeding America と連携して食料を提供して

いる。廃棄してしまう食料を有効活用することは重要なステップである。 

 また、寄附の過程からさらに漏れる食品ロスは堆肥化と動物の飼料化に活用して

いる。2017 年には、1,978 の店舗で食品ロス削減の指導を行ったが、今ではその

数は 2039 店舗となっている。2021 年は店から出る食品ロスの 26%を再活用するこ

とに成功した。 

 2018 年に Kroger は世界自然保

護基金(World Wildlife Fund)と共

に、食品ロスの測量の方法を作

っ た 。 非 営 利 団 体 World 

Resources lnstitute の作った、

Food Loss & Waste Protocol の

基準を使って食品ロスを計って

いる。 

 

  

Kroger のスタッフが食品を寄附している様子 
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■FDA のウェブサイトに紹介されている普及啓発動画①10 

下記の動画は、いかに生活の中で食品ロスを削減することができるのか、小さな知恵の数々を紹介する

動画。動画の長さは 2 分 33 秒。下記はその内容の一部。 

（1）オープニングタイトル 

 

 

 

 

 

 

 

（2）どうしたら生ごみを減らせるか悩む 

 

 

（3）献立をメモする 

 

 

 

 

 

 

 

（4）買い物に行く前には冷蔵の中を確認する 

 

（5）重要なメッセージは文字で強調 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）余った食料はタッパーで保存 

 

 

 

  

                                              
10 FDA, Tips for Reducing Food Waste（https://youtu.be/JgKdI0FF1XE） 

https://youtu.be/JgKdI0FF1XE
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■FDA のウェブサイトに紹介されている普及啓発動画②11 

この動画では、賞味期限を過ぎた食料品を見つけた場合、それをどのように食べるべきか捨てるべきかの

判断方法や知恵を教えている。賞味期限を過ぎても、必ずしも食べられないわけではないので、必ず捨てる

前に状態や経過日数やオンラインの情報などを確認することを推奨している。動画の長さは 4 分 9 秒。 

（1）オープニングタイトル 

 

 

 

 

 

 

 

（2）賞味期限切れのヨーグルトを見つける 

 

（3）家族で食べられるのか話し合う 

 

 

 

 

 

 

 

（4）情報を確認 

 

（5）重要なメッセージは文字で強調 

 

 

 

 

 

 

 

（6）賞味期限を過ぎても食べられるかオンラインで

確認 

 

（7）最終的に食べる 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                              
11 FDA, Understanding Date Labels on Food Packages（https://youtu.be/T5jgZ4fJJsw） 

https://youtu.be/T5jgZ4fJJsw
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■FDA のウェブサイトに紹介されている普及啓発動画③12 

この動画では、見た目が不格好な果物や野菜など食材が、いかに問題なく食べられるか教え、もし、可能

であればそういうものをむしろ優先的に食べることを推奨する内容。動画の長さは 1 分 55 秒。 

（1）オープニングタイトル 

 

 

 

 

 

 

（2）見た目の悪いオレンジが売れずにマーケット

に陳列されている 

 

  

（3）良心的な消費者が購入する 

 

 

 

 

 

 

（4）購入した人が家で息子に買ってきたオレンジ

を与える 

 

  

（5）最初は見た目で敬遠していた子供も食べると満

足する 

 

 

 

 

 

 

 

（7）見た目が悪い食料品はスープや炒め物など

調理して食べやすくする 

 

 

 

 

 

 

 

（6）見た目が悪い食料品には問題がないことが文

字で表示される 

 

                                              
12 FDA, Imperfect Produce（https://youtu.be/DWW45MTKKqc） 

https://youtu.be/DWW45MTKKqc
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■米食品医薬品局（FDA）のウェブサイトに紹介されている普及啓発動画④13 

この動画では、見た目が不格好な果物や野菜など食材が、いかに問題なく食べられるか教え、もし、可

能であればそういうものをむしろ優先的に食べることを推奨する内容。動画の長さは 1 分 55 秒。 

（1）オープニングタイトル 

 

 

 

 

 

 

（2）年間の食品ロスの総量と無駄にした金額 

 

（3）各家庭における食品ロスによる出費 

 

 

 

 

 

 

 

（4）環境負荷 

 

 

 

 

 

  

                                              
13 FDA, Food Waste Facts（https://youtu.be/Vra2qxbCa5k） 

https://youtu.be/Vra2qxbCa5k
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（3）事業者等が実施している食品ロス削減に関する消費者への普及・啓発等の内容及びその効果 

 

1） スーパーマーケット 

小売の業界では、在庫の売れ行き予測ができるソフトウェアを導入しているスーパーマーケットもある。他

の店のプロモーション内容や天気などの様々な情報から、その日やその週の売れ行きを予測し、無駄の

少ない適切な仕入れの量をAIで分析することができる。その結果、食品ロスを減らすことができる。Afresh

という会社は、スーパーマーケットの生鮮食品の売り上げを予測して、顧客に仕入れ内容の提案を行う技

術を提供している。導入した企業は、平均して、食品ロスを 25%削減し、棚の在庫切れを 80%減らし、商品

の棚に陳列される期間を 2 日間増やし、売り上げを 3%上げることに成功している。 

 

2） DC Central Kitchen 

アメリカのいくつかの都市には寄附された食材を使って調理するセントラルキッチンがあり、最初にでき

た施設はワシントン DC にある DC Central Kitchen である。主に食事が必要な本人か刑務所から出所し

た人が調理を行っており、職業訓練の一環の役割を担っている。DC Central Kitchen は、国費を使って

設立したが、現在は非営利の慈善団体が施設を運営している。ロサンゼルスにある LA Kitchen は、比較

的高齢者のボランティアによって運営されている。そこで、調理した食べ物は老人ホームのようなところに

も共有され、人々のコミュニティの場となっている。 

 

3） National Academy of Sciences 

National Academy of Sciences は、アメリカ合衆国の科学アカデミーであり、民間非営利団体に位置づ

けられる。一般消費者が食品ロス削減に対して出来ることを調査し、報告書としてまとめている。 

2004 年のアメリカでの調査では、学校のランチタイム前に少しの休憩時間を設けた結果、食品ロスが

32％削減されたと報告している。授業直後のランチタイムでは、生徒は食事中に友人と会話したり、遊び

に出かけたりしていたが、先に休憩の時間を設けることでランチタイム中は食事に集中することが明らかに

なった。 

2017年のイタリアでの調査では、冷蔵庫の温度を低めに設定にすることで、冷蔵庫内にあるサラダなど

の食品ロスが減少することが明らかになった。適正な温度で保存しなければ、食品の保存期間を最大ま

で引き延ばし、食品の状態を良好に保つことはできない。そして、食材によって適正な保存の温度は異な

るので、適正な場所に適正なものをまとめて保存し、温度を一定に保つことが重要になる。冷蔵庫の温度

設定は、人々の食べ残しと深く関係していることが明らかになった。 

2017 年のアメリカでの調査では、E コマースで食料品を購入する場合において、年契約のサブスクリプ

ション形式と都度購入を比較すると、サブスクリプション形式で食料品を購入している消費者の方が食品

ロスを出さないことが明らかになった。サブスクリプション形式にすることによって、一度に大量購入せずに

必要な分だけ小刻みに購入することができ、無駄を出さないからである。 

2018 年のイタリアでの調査では、献立を計画することで食品ロス削減に貢献することを報告している。

プログラムでは、献立の予定表を作成することの重要性を説明し、献立を記載するツール「Meal Planning 

Tool」を提供した。その結果、1 週間で食品ロスが 24％減少した。 
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図 1-3 献立を記載するツール「Meal Planning Tool」 

出典： Dinner At The Zoo 
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（4）食品ロス削減に関する税制等の優遇措置及び法律による規制等 

1） ビル・エマーソン食糧寄附法「善きサマリア人の法」 

ビル・エマーソン食糧寄附法「善きサマリア人の法」は 1996 年にアメリカで作成された。この法律は、寄

附された食品が原因で体調不良などの問題が生じた場合に、故意や重過失が認められない場合は、法

的責任を問わないという内容である。 

実際に寄附された食品を食べて体調に問題が出たから、寄附した企業を訴えたという事例はないため、

実際に「善きサマリア人の法」が使われたら、それがどのように適応されるのか、または不都合があるのか

などが明らかになっていない。こうした背景から、現在 USDA はハーバード大学とこの問題に関して、「善

きサマリア人の法」をより強固かつ実用性のある法律にするための研究に取り組んでいる。 

 

2） 各州の食品ロスに関する法律 

ReFED は、全米各州の食品ロス対策に関する州の政策をウェブサイトにまとめている。下記のマップは、

食品ロス対策において、政策や方針に注力している度合いを州ごとに色分けしている。各州の評価を下

記にて一覧にまとめた。なお、【強】と評価された 6 つの州における代表的な食品ロス対策を次頁にて取り

まとめた。 

【強】とても力を入れている 

【中】まあまあ力を入れている 

【弱】あまり力を入れていない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1-4 アメリカ各州のうち、追加的な税制優遇措置のある州 

ReFED. U.S. food waste policy finder より作成（https://policyfinder.refed.com/） 

https://policyfinder.refed.com/
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アラバマ 弱 ルイジアナ 弱 オハイオ 中 

アラスカ 中 メーン 弱 オクラホマ 中 

アリゾナ 強 メリーランド 弱 オレゴン 中 

アーカンソー 中 マサチューセッツ 強 ペンシルバニア 弱 

カリフォルニア 中 ミシガン 中 ロードアイランド 中 

コロラド 弱 ミネソタ 中 サウスカロライナ 弱 

コネチカット 中 ミシシッピ－ 弱 サウスダコタ 弱 

デラウェア 弱 ミズーリ 弱 テネシー 強 

フロリダ 弱 モンタナ 中 テキサス 中 

ジョージア 中 ネブラスカ 弱 ユタ 弱 

ハワイ 中 ネバダ 中 バーモント 中 

アイダホ 弱 ニューハンプシャー 強 バージニア 弱 

イリノイ 弱 ニュージャージー 強 ワシントン 弱 

インディアナ 弱 ニューメキシコ 中 ウエストバージニア 弱 

アイオワ 中 ニューヨーク 弱 ウィスコンシン 弱 

カンザス 弱 ノースカロライナ 中 ワイオミング 弱 

ケンタッキー 中 ノースダコタ 弱 ワシントン DC 強 

 

■アリゾナ 

名称 ARIZ. REV. STAT. ANN § 3-701; ARIZ. REV. STAT. ANN § 3-719 

概要 ・ アリゾナ州では、卵等、一部の食品の賞味期限を明確に商品にラベル表示し

なければならないが、記載された賞味期限を過ぎた食品の寄附は制限しな

い。 

名称 ARIZ. REV. STAT. ANN. § 36-916 

概要 ・ 善きサマリア人の法に基づき、食品を低価格で販売する、あるいは寄附する

事業者や団体は保護される。 

名称 ARIZ. REV. STAT. §§ 3-2661–69 

概要 ・ 家畜の豚には華氏 212 度で 30 分以上熱処理した餌を与えることが義務付け

られているが、個人使用のために飼育された動物に家庭廃棄物を給餌する場

合は例外として認められる。 

 

■マサチューセッツ 

名称 MASS. GEN. LAWS ANN. CH. 94, § 328 

概要 ・ 明確に品質に問題のない食品の寄附を保護する。その食品が賞味期限を超

過している場合でも、ラベル表示がしてあり、当該食品が、その他の食品から

分けられている場合は、その旨を説明して合意があれば、寄附することが認め

られる。 

名称 310 MASS. CODE REGS. 19.017 

概要 ・ 住宅を除き、特定の週に、500kg を超える有機性廃棄物を生成する営利団体

は、有機性廃棄物を分離し、適切なリサイクルを確保する必要がある。 
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■ニューハンプシャー 

名称 N.H. REV. STAT. § 508:15 

概要 ・ 明らかに安全性に問題のない食品を無料またはわずかな費用で最終受領者

に寄附または販売する場合、提供者を保護する。寄附する者は、個人、企

業、非営利団体、従業員、ボランティアが含まれる。 

名称 N.H. REV. STAT. ANN. §§ 435:32–37 

概要 ・ 家畜の豚には華氏 212 度で 30 分以上熱処理した餌を与えることが義務付け

られているが、野菜の廃棄物の提供は制限されない。 

 

■ニュージャージー 

名称 N.J. STAT. ANN. § 24:4A-1—A5 

概要 ・ 賞味期限を超過した食品の寄附は認められる。寄附する者は、農家、加工業

者、流通業者、卸売業者、小売業者、学校、高等教育機関、フードバンク、非

営利団体が含まれる。 

 

■テネシー 

名称 TENN. CODE ANN. § 53-13-101—103 

概要 ・ 明らかに健康に問題のない食品の提供を行う場合、提供者を保護する。提供

者には非営利団体や慈善団体も含まれる。提供する食品が消費・賞味期限を

超過している場合も制限はない。 

 

■ワシントン DC 

名称 D.C. CODE § 48-301 

概要 ・ 善きサマリア人の法に基づき、食品を低価格で販売する、あるいは寄附する

事業者や団体は保護される。 

 

■カリフォルニア 

名称 SB1383 

概要 ・ 「SB1383」はカリフォルニアの新しい州法で、2016 年に可決されて 2022 年か

ら施行されている。この法律は、生産した食品のうち 75％の食品は廃棄しては

いけないという内容であり、廃棄ではなく堆肥や家畜の飼料などに効果的に

使用しなければならない。また、食品の一定量の寄附を義務付けている。 

・ カリフォルニア州の廃棄物やリサイクルを管理する Department of Resources 

Recycling and Recovery (CalRecycle)によれば、SB1383 は、州全域の温室効

果ガスと食品ロスを削減することを主たる目標とした取組である。 
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・ 2020 年 1 月 1 日までに、生ゴミの廃棄量を 2014 年比で半分にまで削減す

る。2025 年 1 月 1 日までに、2014 年比で 75％にまで削減する。1415 

・ 2025 年までに、可食分の食品ロスを最低 20%は削減する。 

・ CalRecycle が SB1383 の法整備の責任者にあたる。SB1383 が制定された背

景には、温室効果ガスの排出量を削減するという目標がある。埋め立て地に

集まる生ゴミなどは、温室効果ガスの重大な原因となる。San Mateo カウンティ

―を例にすると、埋め立て地に集まる廃棄物のおよそ 71%は生ゴミである。16 

・ SB1383 は、州のあらゆる住民（世帯）と事業者に課せられる。 

・ ごみの場合は灰色/黒、リサイクルの場合は青、有機物の場合は緑といった収

集容器にゴミを分別して廃棄に出すことで、より適切な処理が行われる。 

・ 分別の方法や、堆肥化などに関する知識を提供するために、各地域（カウン

ティ―）などによって、情報提供が行われる。 

・ San Mateo カウンティ―では、ティア 1 にあたる事業者（スーパーマーケット、グ

ロッサリーストア、フードサービス、卸売りマーケット等）は 2022 年 1 月 1 日ま

でには、この決まりに準拠しなければならない。 

・ San Mateo カウンティ―では、ティア 2 にあたる事業者（レストラン、ホテル、医

療施設、200 席で 5000 スクエアフィート以上の州の施設、教育機関、大規模

会場、大規模イベント）は 2024 年 1 月 1 日までには、この決まりに準拠しなけ

ればならない。 

 

他にも、アメリカのいくつかの州で、「Organics Bans」という食料廃棄を規制する法律がある。主に大企

業を対象にしており、マサチューセッツ州やニューヨーク州はこの法律を適用している。他の州でも類似

の法律を適用している。ReFED のウェブサイトの一部では、アメリカの食品ロス関係の法律を紹介してお

り、今後もアップデートしていく予定である。  

                                              
14 CalRecucle, California’s Short-Lived Climate Pollutant Reduction Strategy 

（https://calrecycle.ca.gov/organics/slcp/）  
15 California Legislative Information, SB-1383 Short-lived climate pollutants: methane emissions: dairy and livestock: 

organic waste: landfills.(https://leginfo.legislature.ca.gov/faces/billTextClient.xhtml?bill_id=201520160SB1383) 
16 RethinkWaste, SB 1383: STATE ORGANICS LAW（https://rethinkwaste.org/businesses/laws-ordinances/sb-1383-

state-organics-law/）  

https://calrecycle.ca.gov/organics/slcp/
https://rethinkwaste.org/businesses/laws-ordinances/sb-1383-state-organics-law/
https://rethinkwaste.org/businesses/laws-ordinances/sb-1383-state-organics-law/
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3） 各州の食品ロスに関する税制優遇措置 

ReFED は、全米各州の食品ロス対策に関する州の政策をウェブサイトにてまとめている。下記マップは、

食品ロス対策において、税制優遇措置に力を入れている度合いを州ごとに色分けしている。色が濃い州

ほど食ロス対策の税制優遇措置に力を入れている。色が濃い順に下記評価にて一覧にまとめた。なお、

各州における代表的な税制優遇措置を次頁にて取りまとめた。 

【強】とても力を入れている 

【中】まあまあ力を入れている 

【弱】あまり力を入れていない 

【無】措置がない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アラバマ 無 ルイジアナ 無 オハイオ 無 

アラスカ 無 メーン 無 オクラホマ 無 

アリゾナ 中 メリーランド 中 オレゴン 中 

アーカンソー 無 マサチューセッツ 無 ペンシルバニア 中 

カリフォルニア 強 ミシガン 無 ロードアイランド 無 

コロラド 中 ミネソタ 無 サウスカロライナ 弱 

コネチカット 無 ミシシッピ－ 無 サウスダコタ 無 

デラウェア 無 ミズーリ 中 テネシー 無 

フロリダ 無 モンタナ 無 テキサス 無 

ジョージア 無 ネブラスカ 無 ユタ 無 

ハワイ 無 ネバダ 無 バーモント 無 

アイダホ 無 ニューハンプシャー 無 バージニア 中 

イリノイ 無 ニュージャージー 無 ワシントン 無 

インディアナ 無 ニューメキシコ 無 ウエストバージニア 中 

アイオワ 中 ニューヨーク 中 ウィスコンシン 無 

カンザス 無 ノースカロライナ 無 ワイオミング 無 

ケンタッキー 無 ノースダコタ 無 ワシントン DC 無 

 

図 1-5 アメリカ各州のうち、追加的な税制優遇措置のある州 

ReFED. U.S. food waste policy finder より作成（https://policyfinder.refed.com/） 

https://policyfinder.refed.com/
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■カリフォルニア 

名称 CAL. REV. & TAX. CODE § 17053.88.5 

概要 ・ カリフォルニアのフードバンクに食品、農作物、加工食品を寄附する納税者は

15％以上の卸売価格に対する税制控除を受けることができる。 

・ 対象は農家の経営者や、加工食品の事業者であり、小売業者は含まれない。 

名称 CAL. REV. & TAX. CODE § 17053.12 

概要 ・ 農作物の加工、流通、販売に関わる納税者は、寄附する作物の輸送費の 50％

の税制控除を受けることができる。 

 

■オレゴン 

名称 OR. REV. STAT. § 315.154, 315.156 

概要 ・ 農家や農民は農作物や家畜を慈善団体やフードバンクに寄附する場合、卸売

価格の 15％の税制控除を受けることができる。 

 

■アリゾナ 

名称 ARIZ. REV. STAT. ANN. § 42-5074 

概要 ・ レストランは寄附した食べ物や飲み物の生産にかかるコストに対して税制控除

を受けることができる。 

名称 ARIZ. REV. STAT. ANN. § 43-1025 

概要 ・ 農家は寄附した農作物に関しては、卸売価格か、もっとも最近の販売価格に対

して、税制控除を受けることができる。 

 

■コロラド 

名称 COLO. REV. STAT. § 39-22-536 

概要 ・ 納税者は穀物、果物、野菜といった農作物や、家畜、卵、乳製品などを非営利

の慈善団体に寄附する場合、卸売価格の 25％（最大年間 5,000 ドルまで）の税

制控除を受けることができる。 

名称 COLO. REV. STAT. ANN. § 39-22-301 

概要 ・ C（株式会社）は農作物と家畜を慈善団体に寄附する場合、卸売価格の 25％

（年間 1,000 ドルまで）の税制控除を受けることができる。 

 

■アイオワ 

名称 IOWA CODE §§ 190B.101-.106, 422.33(30) 

概要 ・ 食品生産者はフードバンクや緊急食糧支援団体に食品を寄附する場合に、市

場価格の 15％（年間 5,000 ドルまで）の税制控除を受けることができる。 
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■ミズーリ 

名称 MO. REV. STAT. § 135.647 

概要 ・ 納税者はミズーリ州のフード・パントリー、ホームレスシェルター、食糧支援が必

要な人向けの配食センターなどへ食品や金銭を寄附する場合、寄附金額の

50％（年間 2,500 ドルまで）の税制控除を受けることができる。 

 

■ニューヨーク 

名称 N.Y. TAX LAW §210-B(52) 

概要 ・ 農家はフードバンク、フード・パントリーなどに品質に問題のない食品を寄附す

る場合、市場価格の 25％（年間 5,000 ドルまで）の税制控除を受けることができ

る。 

 

■ペンシルベニア 

名称 CHARITABLE FOOD PROGRAM 

概要 ・ ペンシルベニアでは、慈善フードプログラムに参加する者に、貢献の 55％に対

して税制控除が与えられる。 

 

■メリーランド 

名称 MD CODE ANN., TAX-GEN., § 10-745 

概要 ・ メリーランドでは、農家が寄附する食べることができる食品に対して卸売価格の

50％、また認証を受けたオーガニック食品に関しては 75％（最大で年間 5,000

ドルまで）の税制控除を受けることができる。同州の事務局長が毎週、認証され

た有機農産物と適格な食品寄付の内容を明らかにして公表する 17。 

 

■バージニア 

名称 VA CODE ANN. § 58.1-439.12:12 

概要 ・ 穀物、果物、ナッツ、野菜などを非営利のフードバンクに寄附する農家は、市場

価格の 30％（年間 5,000 ドルまで）の税制控除を受けることができる。 

 

■ウエストバージニア 

名称 W. VA. CODE R. § 61- 7A-6; W. VA. CODE R. § 19- 10A-7 

概要 ・ 農家は、ウエストバージニアで生産された、果物、野菜、牛肉、家禽、豚肉、魚

などを非営利のフードバンク等に寄附する場合、寄附した食品の 10％（年間

2,500 ドルまで）の税制控除を受けることができる。 

 

  

                                              
17 Justia, 2018 Maryland Code Tax - General Title 10 - Income Tax Subtitle 7 - Income Tax Credits § 10-745. Food 

donation program for qualifying farms.(https://law.justia.com/codes/maryland/2018/tax-general/title-10/subtitle-

7/section-10-745/) 
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4） 助成金及び融資のプログラム 

USDA（米農務省）は様々な助成金や融資のプログラムを提供している。プラグラムの一部には、食品ロ

スに関する取組を評価して助成金を提供する取組も見られる。 

テキサス州オースティンのスタートアップ En Solución は、オゾンナノバブルから作られた消毒液を開発

した。この技術は食品の安全性を高め、貯蔵期間を延長させることができる。同社は 2020 年に Small 

Business Innovation Research の助成金を 65 万ドル受け取っている。2021 年 5 月には、USDA が開催し

た「USDA Food Loss and Waste Innovation Fair」にも招待されている。 

 

USDA が提供する助成金・融資プログラムの一覧 

 

■Agricultural Marketing Service 

概要  製品のマーケティング、サプライチェーンを構築する活動を手助けするプログラム 

種類  Farmers Market Promotion Program 

 Local Food Promotion Program 

 Organic Cost Share Programs 

 Specialty Crop Block Grant Program 

 Specialty Crop Block Grant Multi-State Program 

■Farm Service Agency 

概要  農家の活動を総合的(拡大、改善、強化)に支援するプログラム 

種類  Farm Loan Programs 

 Farm Storage Facility Loan Program 

 Microloans 

 Noninsured Crop Disaster Assistance Program 

■Forest Service 

概要  耕地と環境の管理に関するプログラム 

種類  Forest Service Urban and Community Forestry Program 
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■Food and Nutrition Service 

概要  栄養プログラム 

種類  Farm to School Grants Program 

 Senior Farmers' Market Nutrition Program 

 Special Supplemental Nutrition Program for Women, Infants and Children 

 Supplemental Nutrition Assistance Program 

 WIC Farmers' Market Nutrition Program 

 Farm to School Grants Program 

■Risk Management Agency 

概要  長期的なリスクと課題に関するプログラム 

種類  Risk Management Education and Outreach 

 Whole-Farm Revenue Protection Program 

■Natural Resources Conservation Service 

概要  自然の保全を目的としたプログラム 

種類  Conservation Stewardship Program 

 Conservation Technical Assistance 

 Environmental Quality Incentives Program (includes High Tunnels) 

 Farm and Ranch Land Protection Program 

 Agricultural Conservation Easement Program 

 Conservation Reserve Program 

 Urban Agriculture and Innovative Production 

■National Institute for Food and Agriculture 

概要  科学者、政治家、専門家、教育者による農業と食事と人体に関する問題を扱うプ

ログラム 

種類  Agriculture and Food Research Initiative - Agricultural Economics and Rural 

Communities 

 Beginning Farmer and Rancher Development Program 

 Community Food Projects 

 Food Insecurity Nutrition Incentives Program 

 Small Business Innovation Research 

 Sustainable Agriculture Research and Education funding 

■Rural Development 

概要  コミュニティにとって必要不可欠なサービスとサプライチェーン 

種類  Business and Industry Guaranteed Loan Program 

 Community Facilities 

 Rural Business Development Grants 

 Rural Cooperative Development Grants 

 Rural Energy for America Program 

 Value Added Producer Grants 
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5） Value Added Producer Grant (VAPG) program 

EPA は、環境問題の改善や環境に寄与するプロジェクトを行う団体へ毎年 40 億ドルの助成金を提供

している 18。例えば、農家に農作物の保管場所を与えることで、廃棄する農作物の量を削減することを検

討している。また、収穫した農作物に付加価値を付けるための試みとして、Value Added Producer Grant 

(VAPG) program を通して経済的なサポートを行っている。EPA は農家に対して下記のような方法で収穫

した作物の価値を上げることができると伝えている。 

■農家が収穫物に付加価値を与える方法 

 

 

 

 

 

 

6） Community Compost and Food Waste Reduction 

USDA は「Community Compost and Food Waste Reduction」と称する助成金プロジェクトを行っている。

これは、堆肥に使用する生ゴミなどを地方自治体が住民から回収し、堆肥の状態で必要な農家や農場に

配布する取組である。USDA が適正だと判断した地方自治体や関係機関に対して助成金を割り当てる。

2021 年度は合計で 200 万ドルの予算がこのプロジェクトに使われた。助成金プロジェクトの主な目的は以

下の通りである。 

‐ 堆肥を生成する。 

‐ 農業生産者の堆肥へのアクセスを増やす。 

‐ 肥料への依存を減らし、肥料の使用を抑制する。 

‐ 土壌の質を改善する。 

‐ 廃棄物管理と持続可能な農業システム事業の発展を奨励する。 

‐ 雨水の吸収を増やす。 

‐ 地方自治体の食品廃棄物を削減する。 

‐ 食品廃棄物を埋め立て地から転用する。 

  

                                              
18 EPA, Funding Opportunities and EPA Programs Related to the Food System（https://www.epa.gov/sustainable-

management-food/funding-opportunities-and-epa-programs-related-food-system） 

 作物を製品にするための処理を行う（たとえば収穫したベリーをジャムに変える）。 

 収穫物を分離する（グルテンフリー収穫物とそうでない収穫物を分離する）。 

 特殊な生産方法を支援（牧草飼育牛肉を生産する）。 

 地産製品のマーケティング（地元の製品であることを強調するマーケティング）。 

 再生可能エネルギー設備の設置（牛糞をメタンガスに変換して電気にする等）。 

https://www.epa.gov/sustainable-management-food/funding-opportunities-and-epa-programs-related-food-system
https://www.epa.gov/sustainable-management-food/funding-opportunities-and-epa-programs-related-food-system
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この助成金プロジェクトを活用したニューヨーク市衛生局と非営利団体 Big Reuse は、生ごみの廃棄場所

を設置した。ニューヨーク市公園局が木材の屑や葉などから堆肥を作る。GreenThumb、Brooklyn 

Grange、Hellgate Farms、Gowanus Canal Conservancy などの都市の農場が、60 万ポンドのゴミで約 350

立方ヤードの堆肥を作成して食料生産者に配布した。 

また、アリゾナ州プレスコット市は、ファーマーズマーケット、ボランティア団体、レストラン事業者、ヤヴァ

パイ郡協同組合、プレスコットカレッジなどと連携し、堆肥化についての勉強会を開催した。レストランの生

ごみを収集して堆肥化することで食品ロスを削減し、中央ヤヴァパイ郡の庭師と農家に高品質の堆肥を

提供した。その結果、2 年間で約 28 トンの堆肥を作成することに成功している。 

  

図 1-6 Community Compost 

出典：USDA 
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2021 年の「Community Compost and Food Waste Reduction」で採択された団体は以下の通りである。 

 

■「Community Compost and Food Waste Reduction」採択先リスト 

団体名 州 プロジェクト名 

City of Richmond Virginia Richmond Compost Initiative 

City of Philadelphia Pennsylvania Philadelphia Parks & Recreation Food Scrap Composting 

City and County of 

Honolulu 

Hawaii Honolulu Community Compost and Food Waste Reduction 

Pilot Project 

City of Pittsburgh Pennsylvania The Compost Commodity: Pittsburgh's Urban Agricultural 

Solutions for Managing Organic Waste 

Kenai Peninsula Borough Alaska Kenai Peninsula Borough Community Compost & Food 

Waste Recovery Program 

Blue Lake Rancheria, 

California 

California USDA Community Compost and Food Waste Reduction at 

Blue Lake Rancheria's Daluviwi' Community Garden 

City of Stamford Connecticut Stamford's Public/Private Composting Program 

City of Fort worth Texas Expansion of the City of Fort Worth Residential Food 

Scraps Composting Pilot Program 

City of Troy New York From the Ground Up: Troy's Environmental Stewardship 

Initiative 

City of Winterville Georgia The Marigold Composting and Food Recovery Systems: A 

Zero-Waste Food Initiative 

County of Mariposa California Expansion of Mariposa County's Food Waste and Organics 

Collection and Composting Activity Along the HWY140 

Corridor 

Douglas County Oregon Food Waste Reduction through Vermicomposting 

City of Los Angeles California Farmers Market Food Waste Drop-Off and Community 

Composting Program 

City of Dickinson North Dakota City of Dickinson Backyard Buckets Composting Pilot 

Guadalupe - Coyote 

Resource Conservation 

District 

California San Jose Community Compost Network 

City of West Haven Connecticut Regional Community Compost and Food Waste Reduction 

Project 

Housatonic Resource 

Recovery 

Connecticut HRRA Municipal Composting Initiative 

City of Cincinnati Ohio Cincinnati Community Composting Collaborative 

City of Tampa Florida Citywide Composting Pilot Program 

City of Madison Wisconsin Support for a City of Madison Community Food Waste 

Reduction Initiative through Community Composting & 

Commercial Food Waste & Food Recovery Programming 

City of Upper Arlington Ohio City of Upper Arlington, Curbside Food Waste Collection 

Pilot 

City of Dallas Texas Dallas Commercial Compost & Special Events Pilot Project 

Yakutat Tlingit Tribe Alaska Yakutat Community Compost and Food Waste Reduction 

project 

City of Phoenix Arizona Food Waste Pilot Program in Phoenix Multi-Family 

Complexes 

 

  



35 

（5）アメリカの食品ロスに関わる先進的なテクノロジー 

企業名 技術・製品・サービス概要 

Apeel Sciences 

（カリフォルニア州） 
■食品の腐敗及び劣化を遅らせる技術 

設立 ・ 2012 年 

特徴 ・ 果物の表皮から抽出した物質を利用して作るスプレーを農作物に

かけると、腐敗や水分の消失をだいぶ遅らせることができるという

技術を主に小売事業者向けに提供している。 

・ 最大で通常の 3 倍まで、作物の腐敗を遅らせることができる。しか

も、スプレーは人体に悪影響を及ぼす物質が含まれていないた

め、消費者にも優しい。 

URL ・ https://www.apeel.com/ 

Clean Crop 

Technologies, Inc. 

（マサチューセッツ州） 

■食品の腐敗及び劣化を遅らせる技術 

設立 ・ 2019 年 

特徴 ・ 高電圧化学反応装置、独自のブレンドで作成した食品向けのガ

ス、イオン化ガスなどを使い、食品に付着する病原体、アフラトキ

シン、酵母、カビなどを撃退する技術を提供している。 

・ ナッツをはじめ小麦、コンテナ・容器、果物、野菜、チーズ、肉、シ

ーフード等がこの技術の対象となる。 

URL ・ https://cleancroptech.com/ 

Shelf Engine 

（ワシントン州） 
■売上予測から在庫量を適正化する技術 

設立 ・ 2016 年 

特徴 ・ AIで飲食店やフードショップのその日の売行を事前予想するサー

ビス。店舗側は、その予想に合った量の食材だけを用意する。顧

客となる店舗は、Shelf Engine のシステムに店舗の様々なデータ

や情報を入力する。 

・ すると、これまでのセールスデータ、近隣のイベント開催、トレンド

情報、天気、休日、近隣の学校などのスケジュールなどを考慮し、

1 週間分の売行や必要な在庫量を伝えてくれる。 

URL ・ https://www.shelfengine.com/ 
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企業名 技術・製品・サービス概要 

Full Harvest 

（カリフォルニア州） 
■廃棄食品の安売り、転売、寄附サポートの技術 

設立 ・ 2015 年 

特徴 ・ 見た目が不格好ゆえに廃棄される農作物を農家から少し安く購

入し、B2B で飲食店や食品会社などに販売するサービス。 

・ 生産者とバイヤーをつなぐオンラインプラットフォームで、生産者と

バイヤーがそこでメッセージを交換し、値段の交渉などもその場で

行われる。バイヤーは近隣の農家などから必要なサイズの規格外

の食材を割安に購入することができる。 

URL ・ https://www.fullharvest.com/ 

Simbe Robotics. 

（カリフォルニア州） 
■AI・ロボットを活用した在庫量を適正化する技術 

設立 ・ 2014 年 

特徴 ・ スーパーマーケットの中を動き回り、間違ったところに置かれた商

品、間違った値札が表示された商品、商品の足りない棚、何が足

りないのかを見つけ出して報告するロボット。 

・ また、どの棚のどんな商品がどれだけ売れているかを在庫状況か

ら読み取るので、店舗側はどの商品をもっと頻繁に搬入して、ど

の商品はそれほど補充する必要がないかを知ることができる。 

URL ・ https://www.simberobotics.com/ 
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（6）ヒアリング個票 

1） USDA（United States Department of Agriculture） 

◆Jean C. Buzby - USDA Food Loss and Waste Liaison 

【所在地】 アメリカ合衆国ワシントン D.C. 

 

■ヒアリング概要 

企業・団体概要 

役割 
・ アメリカでは、製造された食料のうち 1/3 が廃棄されている。こうした食品ロス問題に

対して USDA は、FDA や EPA と連携しながら対応している。Feasibility study 

implementation plan など、改善策の調査報告書の作成なども行っている。 

・ USDA は人員が足りないため、他の省庁も引き込んで食品ロス対策に取組みたいと

考えている。例えば、GSA（共通役務庁：General Services Administration)などは、国

の施設を管理しており、施設には厨房も含まれている。そこで排出された食品廃棄

物を堆肥にすることも可能だと考えられる。 

・ United States Department of Energy（エネルギー省）は一度、食品ロス削減に関す

る取組を実施した。食品ロス削減は、我々の社会生活に大きく関わるため、より多く

の国の機関が対策に乗り出してもいいはずである。しかし現状では、USDA、EPA、

FDA の 3 つが食品ロス対策の中心である。 

国の食品ロス 

対策について 
他機関との連携について 

・ FDA は独自の食の安全性に関する計測などを行っている。食品のラベル表示など

は、USDA と FDA とではやり方が異なる部分もある。以前は、EPA、USDA、そして政

府機関ではないがReFEDが食品ロス量を計測する役割を担っていた。しかし、現在

は食品ロスの総量の計測という観点では、EPA が先導をしている。 

・ ReFED とはデータ共有を行いながら協力して食品ロス対策に取り組んでいる。例え

ば、食品ロスの計測や予測、互いの調査の評価、国の戦略策定などに取り組んで

いる。 

・ Food Waste Reduction Alliance (FWRA)とは、次の 3 年の食品ロス対策に向けた取

組内容を協議している。現在、摘要書を作成しており、草案が完成したら USDA の

法務部長に倫理規定に抵触していないか確認してもらい、最終的に 3 つの省庁

（USDA、EPA、FDA）それぞれが署名し、契約を締結する。 

・ 2015 年に USDA と EPA は、SDGs12.3 とは別に国の目標（National goal）として 2030

年の削減目標までのロードマップを作成した。内容的に重複している部分もあるが、

それぞれ別の目標であり、偶然同じくらいのタイミングで同じような目標が出された。 

啓発・普及活動 Food waste innovation fair 

・ 国内において食品ロスは多くの人が問題意識を持っているテーマである。普及啓発

の取組としてスタートアップなどは、食品ロス削減に貢献するアプリを作成している。

また、USDA はバーチャル空間を利用した「Food waste innovation fair19」を 2021 年

5 月に開催した。 

                                              
19 USDA Food Loss and Waste Innovation Fair（https://www.usda.gov/foodlossandwaste/news/innovation-fair） 

https://www.usda.gov/foodlossandwaste/news/innovation-fair
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・ バーチャル空間に 3 つの会場を設置した。そのうちの 1 つの会場において USDA

が企業に助成金を出した事例を紹介した。他の会場は、USDA と企業の食品ロスに

関する協定である「Food Loss and Waste 2030 Champions20」に関連する事例が紹

介された。今年も予算があったら、大々的かつ内容のあるイノベーションフェアを開

催したいと考えている。 

・ 2021 年 5 月が初めての開催だったが、多くの参加者が集まった。例えば、食品を長

く保存する技術や、リンゴを傷つけずに採る技術、製品の包装技術、トマトを長持ち

させる技術など、様々な技術が出展された。 

Food Loss and Waste 2030 Champions 

・ USDA と EPA は、「Food Loss and Waste 2030 Champions」におけるパートナー企業

の数を倍にすることに注力している。参加企業の業種は主に食品メーカー、飲食

業、小売業であり、食品ロスの半減を目指して取り組んでいる。「Food Loss and 

Waste 2030 Champions」のウェブサイトに参加企業のロゴが掲載されており、ロゴを

クリックすると、各社の食品ロス対策の取組を閲覧することができる。 

・ 半減することができなかった場合に罰則があるわけではない。また、企業規模は問

わないが、実際は参加企業の大半が大企業である。大企業の取組は産業の模範に

なる可能性があり、その結果、より多くの企業が食品の寄附などに興味を示してもら

えたらよいと考えている。 

・ 「Food Loss and Waste 2030 Champions」に参加することで、エシカルの観点で注力

している企業という表明になり、とても良い印象を世間に与えることができる。また企

業自身の一種の責任として、必要な行動だと考えている。 

その他の普及啓発の取組 

・ 学校では Share table という取組が一部で行われている。コロナ禍では、あまりいい

施策とは言えないかもしれないが、自分が食べないものはこの Share table に戻す

と、他の食べたい子供が取っていくというシステムである。 

・ その他、一般消費者に対する興味深い調査が行われた。果物の皮が剥かれていな

い状態だとあまり食べないけれど、カットされている状態だとより食べられるという結

果が得られ、行動経済学などの観点で明らかになった。 

企業等の食品ロ

ス対策について 

フードバンク 

・ Feeding America は巨大なネットワークを構築しているフードバンクである。詳細はフ

ードバンクのホームページまたは直接聞いてほしい。 

法律・税制優遇 善きサマリア人の法 

・ 食品ロス問題に関するアメリカの強みは、1996 年にビル・エマーソン食糧寄附法「善

きサマリア人の法」を作成したことである。この法律はすでに各国へ普及している

が、実際に裁判所で使われたことはない。この法律は、例えばある企業が寄附した

食品を食べた人の体調が悪くなり、食べた人がその企業を訴えた場合、裁判所は

食品を寄附した企業に対して罪に問うことはできないという内容である。 

・ しかし、実際に寄附された食品を食べて体調に問題が出たから寄附した企業を訴え

                                              
20 Food Loss and Waste 2030 Champions（https://www.usda.gov/foodlossandwaste/champions）  

https://www.usda.gov/foodlossandwaste/champions
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たという事例がない。そのため、実際に「善きサマリア人の法」が使われたら、それが

どのように適応されるのか分からないというのが現状である。そのため、実際に使わ

れたらどのような不都合があるのか明らかになっていない。こうした背景から、現在ハ

ーバード大学のスタッフとこの問題に関して研究し、「善きサマリア人の法」をより強

固かつ実用性のある法律にするために取り組んでいる。 

税制控除 

・ USDA には税制控除のシステムがある。The Global Food Donation Policy Atlas21に

てその内容が説明されている。 

テクノロジー ファウンディングプログラム 

・ 現在は様々な企業からアイデアが出てきている状況で、徐々に効果的なテクノロジ

ーが明確になってくるのではないかと見込んでいる。こういったテクノロジーを提供

する企業への助成金プログラムは、国の機関である NIFA22が管理しており、宣伝も

あわせて行っている。 

・ USDA も様々な取組に対して資金提供を行っている。その中には食品ロスに関する

ものも多数あり、特に近年急増している。USDA の Urban agriculture and innovative 

production のオフィスは、地域の堆肥づくりの分野に助成金を出している 23。このよ

うな試みは、例えばニューヨークなどの都市の支援になる。分別してゴミを廃棄する

ことによって堆肥の生産に貢献している。そして提携する農園や農家などが活用し

ている。この取組は 2 年間継続しており、1 年ごとに助成金が出る。 

課題と今後の 

展開 
・ 2030 年までに食品ロスを半減させるのは大変難しいことだと認識している。企業や

農家、一般消費者など皆で取り組むべき課題であり、様々な改善策を講じていかな

ければならない。 

・ 政府や企業は行動を起すことで、食品ロスの排出量を削減しようとしている。その結

果、一般消費者の理解も少しずつ浸透しつつある。National Academy of Sciences

（アメリカ科学アカデミー）は、一般消費者が食品ロス削減に対して出来ることを報告

書としてまとめている。24 
  

  

                                              
21 Global Food Donation Policy Atlas(has major policies for a sample of countries):（https://atlas.foodbanking.org/） 
22 NIFA（https://nifa.usda.gov/page/search-grant）  
23 Urban agriculture and innovative production（https://www.farmers.gov/your-business/urban/opportunities/coop-

agreements/faq）  
24 National Academy of Sciences（https://www.nationalacademies.org/our-work/a-systems-approach-to-reducing-

consumer-food-waste）  

https://nifa.usda.gov/page/search-grant
https://www.farmers.gov/your-business/urban/opportunities/coop-agreements/faq
https://www.farmers.gov/your-business/urban/opportunities/coop-agreements/faq
https://www.nationalacademies.org/our-work/a-systems-approach-to-reducing-consumer-food-waste
https://www.nationalacademies.org/our-work/a-systems-approach-to-reducing-consumer-food-waste
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2） ReFED 

◆Dana Gunders -  Former Senior Scientist, Food & Agriculture Program, NRDC, Executive Director 

【本社所在地】 New York Long Island City 

【設立】 2015 年  【従業員】 15 名 

 

■ヒアリング概要 

企業・団体概要 

役割 
ReFED とは 

・ ReFED はアメリカ全土で活動を行う食品ロス問題に特化した非営利団体である。主

な活動内容は 3 つに分類され、1 つ目はデータ収集と分析、2 つ目は、「Capital 

Innovation」と称し、食品ロス対策への資金提供を募る取組である。主に個人投資家

や慈善活動団体による資金提供が多い。そして 3 つ目は、食品ロス対策に有効なイ

ノベーションを模索している。会議を開催し、企業や有識者などを招集してディスカ

ッションを行うことで、食品ロス分野のコミュニティを構築している。 

・ 会議の 1 つに「Food waste solution summit25」があり、2022 年は 5 月頃にミネアポリ

スにて開催予定である。参加者は約 400 名を想定している。サミットでは食品ロスに

関する様々なことを多面的な視点で協議する。 

・ ReFED は、食品ロス削減において主に USDA、EPA、FDA のアドバイザーのような

役割を担っている。これらの省庁とは「MOU」という協定を締結しており、互いの調査

結果を共有している。また、ReFED は様々な団体と省庁を結び付け、国の施策に対

するフィードバックを実施している。基本的には食品ロス問題に関する活動を行って

いるが、国からの仕事として温室効果ガスの測定も行っている。 

スポンサー 

・ ReFED は、企業と一般の方からの資金提供によって運営している。企業は主にスー

パーマーケット、食品製造業で、例えば、General Mills、Unilever、Walmart、Kruger

などが提供している。 

データについて 

・ 食品ロスのデータ収集は簡単なことではなく、全米における計測の仕方が難しい。

ReFED ではモデルを作成しており、スーパーマーケットにおける食品の売上のうち

の廃棄量を計測し、過去のデータなども参考にしながら今後の廃棄量を予測する。

こうした手順を踏み、さらに規模を拡大して予測していく。そのため、計測というより

予測をしている。その他、レストランでの食品使用量や農家による食品生産量などの

様々なデータを取得し、組み合わせて、ReFED の計算モデルに当てはめていく。組

み合わせるデータには政府のデータもある。また、人々が提供しているデータが

Nielsen のような市場調査会社に集約され、そのデータを ReFED に提供してもらっ

ている。 

 

国の食品ロス 

対策について 
食品ロス問題 

・ アメリカは農家による食品廃棄が大きな問題となっている。農家で生産している野菜

や果物の多くが廃棄されている。廃棄される理由はいくつかあり、多くの場合は収穫

                                              
25 Food waste solution summit（https://summit.refed.org/） 

https://summit.refed.org/
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されないまま廃棄されている。その他の理由として、作物のサイズや形、色などの問

題もある。 

・ 収穫されないまま廃棄される理由として、1 つは野菜や果物の価格の乱高下が原因

となっている。価格が低い時の収穫は農家にとっては損になる。例えば、トラックを

出して、収穫物を積んで、スーパーマーケットに行くだけでも手間とコストがかかる。

その結果、価格が低い時は収穫しなくなる。2 つ目に、収穫する農家の労働者不足

もある。収穫しないで廃棄される作物の量は生産量の約 20％と言われており、作物

や場所などによって 50％の場合もある。 

・ レストランの問題もある。アメリカのレストランの多くは大量の食事をプレートに載せて

提供する。そのため、全てを食べ切ることができずに廃棄されている。 

・ スーパーマーケットや卸売業者には各々の課題があり食品ロス削減の機会は大い

にある。しかしアメリカでは、農家やレストラン、一般消費者の食品廃棄問題が大き

いと捉えている。 

食品廃棄物量の推移 

・ 2012 年頃は、食品ロスを全く問題視しておらず、アメリカの食品廃棄物量の推移は

増加傾向にあった。その後、企業が食品ロスを問題だと認識し始めたことがきっかけ

となり、2016年に食品廃棄物量は横ばいになった。アメリカの人口は増加しているた

め、1 人あたりの廃棄量が減少していることになる。企業が問題意識を持った理由

は、削減目標を設定したことが作用していると思うが、明確な理由ははっきりしてい

ない。 

啓発・普及活動 Courtauld Commitment 

・ イギリスから始まった官民協定の取組として「Courtauld Commitment」があり、アメリカ

も取り入れている。様々な企業が集まって食品ロス問題について連携を図ってい

る。イギリスでは、特に家庭から出る食品廃棄の対策で成功している。アメリカはまだ

キャンペーンを行っていないため今後実施していきたいと考えている。 

・ 官民連携を強化する上で、国は様々な場面で予算をつける必要がある。企業を支

援し、そして大きな消費者向けのキャンペーンを行うべきである。また、まだ国として

積極的に取り組めていないが、食品ロス対策に役立つ様々な技術を導入している

企業に対して、税制控除などの優遇措置を与えるべきだと考えている。 

学校 

・ アメリカでは、学校は全ての生徒に対して食事を提供する義務がある。仮に提供し

ない場合は、学校側は政府から予算を受け取ることができなくなる。しかし、このよう

なシステム自体を変える必要があると考えている。もし牛乳が嫌いな生徒がいたら、

受け取る必要がなくなる。シェアテーブルという取組も効果的である。食べないなら

他の生徒に譲ることができる。 

レストラン 

・ メニュー改革が必要だと考えている。メニューの数を少なくする。様々なメニューを

展開することで、それだけ多くの種類の材料を使用しなくてはならない。新しいメニ

ューを考える場合も、今提供しているメニューと同じ食材を使用することで、材料の

種類自体を減らすことができる。また、余った食材を有効活用することができる。 
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・ 他には、事前に多くの食事を作り置きしないことも重要である。もし売れなければ、

廃棄に回る恐れがある。アメリカには「too good to go」というアプリがあり、レストラン

で余りが出た場合、このアプリを使って安い価格帯で販売することができる。こういっ

たサービスの効果は大きいと考えている。 

・ そして何よりもレストランは提供する食事の量を少なくする必要がある。もしくは、食

事を提供する前に、客に食事の量の希望を確認すべきである。 

一般消費者 

・ 一般消費者への啓発・普及という観点では、アメリカは成果をあげているとはいえな

い。一般消費者への啓発・普及は、SNS やインフルエンサーを活用していくことが効

率的ではないかと検討されている。例えば、著名な料理人に食品ロスを抑える調理

法を発信してもらうなどが考えられる。 

・ ユニリーバのブランドでマヨネーズなどを生産している Hellmannは、独自に食品ロス

削減のキャンペーン「Make Taste, Not Waste」を行った。Hellmann は一般消費者向

けのアプリを開発し、週に 1 回「Fridge Night」を設定し、その日の夕食は冷蔵庫の

中に入っているものだけで作るという試みである。アプリにはレシピやシェフの料理

講座が掲載されている。まだ、トライアルの段階だが、良い結果を出している。 

・ そのため、単純にテレビ CM で「食品ロスを減らそう」と頻繁に呼びかけるだけでは、

効果が不十分だと感じている。家庭で調理をしている人に影響を与えるようなアプロ

ーチが効果的だと思う。 

・ そして、もう 1 つ考えなければならないポイントが買い物である。一般消費者は買い

過ぎが原因で結果的に廃棄している。そのため、買い物に何か変化を与えるような

影響が必要だが、非常に難しい課題がある。なぜなら、スーパーマーケットは客に

少しでも多く商品を購入してほしいため、購買意欲が減るような広告は出せない。そ

のため、買い物に関しては行政やチャリティが推進する部分だと感じている。 

・ 一般消費者への啓発・啓蒙は、ポジティブな表現にしなければならない。あるキャン

ペーンのスローガンは「Save the food」であり、「みんなで食料を守ろう」と呼びかけ

た。また、献立を計画的に作ることは「節約にも繋がる」と伝えることも有効である。も

しくは、「温室効果ガスを減らせる」という表現でもよい。お金や資源を節約するなど

の表現が効果的である。 

企業等の食品ロ

ス対策について 
フードバンク 

・ フードバンクをはじめた当初は、主にパンやペットボトルなどの食材を扱っていた

が、ここ 20 年間で肉や野菜などの生鮮食品を多く扱うようになった。その背景とし

て、これまで提供していたサプライヤーの食品管理が効率的になり、寄附できる量

が減ったことが挙げられる。そこで、他から食材を調達する必要性が高まり、せっかく

だったらより健康によい生鮮食品を仕入れることになった。 

スーパーマーケット 

・ あるスーパーマーケットは在庫の売れ行き予測ができるソフトウェアを使用している。

他の店のプロモーション内容や天気などの様々な情報から売れ行きを予測し、必要

な仕入れの量を AI で分析することができる。その結果、無駄な在庫の確保がなくな

る。Afresh という会社はこのようなテクノロジーを提供している。 
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・ 特に、スーパーマーケットの中でもウォルマートはデータ収集に注力している。 

DC Central Kitchen 

・ アメリカのいくつかの都市にはセントラルキッチンのような施設はあるが、食品を冷蔵

保存する機能はない。最初にできた施設は DC Central Kitchen であり、寄附された

食材を使って調理する。主に食事が必要な本人か刑務所から出所した人が調理を

行っており、職業訓練の一環の役割を担っている。 

・ ワシントン DC にある施設は、国費を使って設立されたが、運営しているのは非営利

の慈善団体だと認識している。ロサンゼルスにある施設は、Department of Hygiene

（衛生課）が管轄になって、比較的高齢者のボランティアによって運営されている。

そこで、調理した食べ物は老人ホームのようなところにも共有され、人のコミュニティ

の場となっている。 

アップサイクリング 

・ これまで廃棄していた食品を材料にして、商品化する取組である。例えば、ある豆

腐の会社は、オカラを肥料にして花を栽培して販売する。 

法律・税制優遇 州法 

・ 「SB1383」はカリフォルニアの新しい州法で、2016 年に可決されて 2022 年から使わ

れ始めている。この法律は、生産した食品のうち 75％の食品は廃棄してはいけない

という内容であり、廃棄ではなく堆肥や家畜の飼料などの効果的に使用しなければ

ならない。また、食品の一定量の寄附を義務付けている。 

・ 他にも、アメリカのいくつかの州で、「Organics Bans」という食料廃棄を規制する法律

がある。主に大企業を対象にしている。マサチューセッツ州やニューヨーク州はこの

法律を適用している。他の州でも類似する法律を適用している。ReFED のウェブサ

イトの一部では、アメリカの食品ロス関係の法律を紹介しており、今後もアップデート

していく予定である。26 

税制控除 

・ アメリカは食品を寄附する企業に対する税制控除が多くあり、連邦政府の税制控除

もあれば、州が独自にやっているものもある。欧州は、政府の施策として、多くの人

に食品を配るという面で成功しているが、アメリカ政府はそこまで成功していない。そ

のため、アメリカにはフードバンクが必要になる。だからこそ、アメリカは寄附をうなが

す税制控除の施策が必要である。 

善きサマリア人の法 

・ 税制控除と合わせて、liability protection（損害賠償保険）が適用され、寄附した食

べ物で体調を崩しても、寄附した企業を訴えることができない法律もある。 

テクノロジー LeanPath 

・ LeanPath は、レストランから出る食品ロスの総量を計測する技術を提供している。そ

の計測データを確認することで、より食品ロスが削減されるメニュー内容に変更する

ことができる。現在、多くの企業が導入しているが、実際に飲食店がこの技術を導入

するまでとても時間がかかった。もし、政府がこうした技術の導入を経済的に支援し

ていたら、より素早く状況は変化していたと思われる。食品会社がこうした技術を導

                                              
26 ReFED（https://policyfinder.refed.org/）  

https://policyfinder.refed.org/
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入するにはとても時間がかかる。 

Apeel Science 

・ 食品ロス対策に取り組む Apeel Science は、Impact Vision という会社を買収した。

Impact Vision は「hyperspectral imaging」という技術を保有しており、カメラで果物な

どの熟れ具合を見極める。このようにカメラやイメージング分野の技術は、食品ロス

対策にも活用することができる。 

課題と今後の 

展開 
・ アメリカでは、これまで生ごみを減らすためのソリューションとして、堆肥づくりと

Anaerobic digestion (嫌気性消化)を注力して開発してきた。これを継続すれば、

2030 年に向けた削減目標を達成する可能性はあると考えられる。 

・ 一方で、アメリカは SDGs12.3 の目標とは別に、国の目標も合わせて発表した。この

目標では、堆肥づくりや嫌気性消化、大量廃棄場などすべてを半減しなければなら

ない。この結果、目標達成はだいぶ難しくなった。今の時点では、かなり難しい目標

である。 

・ 政権交代によって、食品ロス問題の政策に影響が出るとは考えにくい。オバマ政権

で様々な食品ロス対策が決まったが、トランプ政権はそのまま継続して実施した。ト

ランプ政権時の EPA の大臣も、食品ロス対策には協力的だった。その後のバイデン

政権も同様である。バイデン政権は比較的食品ロス対策に予算を割く可能性が高

い。共和党系や民主党系も、食品ロス問題は気にかけている。 
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2．イギリス  

 

（1）食品ロスの状況 

2018 年時点で、イギリスの食品ロス・廃棄量（非可食部含む）は年間 950 万トンである 27。この量は生産

する食品の約 1/4、金額にすると約 190 億ポンドに相当すると言われている。このうち、約 70 万トンが、製

造、小売、食品サービスなどから慈善団体などを通して再分配されて、人の食事及び動物の飼料、肥料

に使われる。 

国連の「持続可能な開発目標 12.3」は、2030 年までに食品廃棄物の半減（WRAP（The Waste and 

Resources Action Programme）によれば、2012 年の食品ロス・廃棄量 1,100 万トンの半分、550 万トンの削

減）を目標としており、イギリスとして達成するためには、現状から約 180 万トンの更なる削減が必要となる。

これは、家庭からの廃棄物で 130 万トン、サプライチェーン全体で 50 万トン削減となる。28なお、イギリス

の食品ロス・廃棄の内訳は以下の通りである。 

 

イギリスの(非可食部を含む)食品ロス・廃棄量：950 万トン 

 

・ 小売事業者・卸売事業者：30 万トン(3％) 

・ サービス業・飲食店：110 万トン(12％) 

・ 食品加工事業者：150 万トン(16％) 

・ 一般家庭：660 万トン(70%) 

 

 

 

                                              
27 WRAP, Food surplus and waste in the UK – key facts（https://wrap.org.uk/resources/report/food-surplus-and-

waste-uk-key-facts）  
28 WRAP, Why we need to take action on food waste（https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/actions/action-on-

food-waste） 

https://wrap.org.uk/resources/report/food-surplus-and-waste-uk-key-facts
https://wrap.org.uk/resources/report/food-surplus-and-waste-uk-key-facts
https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/actions/action-on-food-waste
https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/actions/action-on-food-waste
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イギリスの可食部の食品ロス・廃棄量：640 万トン 

 

・ 小売事業者・卸売事業者：30 万トン(4％) 

・ サービス業・飲食店・製造業：80 万トン(13％) 

・ 食品加工事業者：80 万トン(12％) 

・ 一般家庭：450 万トン(71%) 

 

 

 

家庭の食品ロスが全体の 7 割を占めるため、ここに対する対策が重要視されている。食品ロス削減 1 ト

ンごとに 1,200 ポンドの生産費用の削減が見込め、この 1,200 ポンドには生産コスト、食品の管理費、輸

送費、廃棄物処理費、人件費、電気や水の費用など諸々が含まれる。 

イギリスは、The Food Loss & Waste Protocol (FLW Protocol) が作成した「食品損失と廃棄に関する測

定及び報告に関する基準」というレポートを参考にして食品ロスの計算を行っている。29そのレポートには、

複数の計算方法が記載されており、どの団体がどの計算方法を採用するかによって計算の形式が異なる

が、家庭ゴミや事業者の食品ロスの算出に関して、まだ不確かな部分が多く、正確な算出は行われてい

ない。 

2017 年～2018 年に、NGO 団体の WRAP と小売市場を専門とする市場調査会社 IGD (Institute of 

Grocery Distribution)が、共同で UK Food Surplus and Waste Measurement and Reporting Guidelines を

作成した。このガイドラインでは、様々な産業分野における食品ロス削減のロードマップを提示している。

（次頁参照） 

このロードマップに企業がサインすると、企業は、食品ロス削減の目標値を WRAP と共に設定する。基

                                              
29 TESCO, Food Waste Methodology: How we calculated the food waste from our UK operations

（https://www.tescoplc.com/sustainability/documents/assurances-and-methodologies/how-we-calculate-our-food-

waste-figures-uk/#:~:text=Over％20the％20last％20year％20we,surplus％20safe％20for％20human％20consumption） 

https://www.tescoplc.com/sustainability/documents/assurances-and-methodologies/how-we-calculate-our-food-waste-figures-uk/#:%7E:text=Over%20the%20last%20year%20we,surplus%20safe%20for%20human%20consumption
https://www.tescoplc.com/sustainability/documents/assurances-and-methodologies/how-we-calculate-our-food-waste-figures-uk/#:%7E:text=Over%20the%20last%20year%20we,surplus%20safe%20for%20human%20consumption
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本的な目標は、2030年までに自社から出る食品ロスを50％削減することである。この目標に合わせて、

各年の目標値を設定する。次に、企業は「Food Loss and Waste Accounting and Reporting Standard」

の測定評価に従って、自社から出ている食品ロス量を計測する。企業はこのときに可能な限り透明性を

確保しなければならない。そして、WRAP の助言とデータから想像される効果的な削減ポイントを考慮

して、企業は実際に食品ロスを削減する行動を開始する。食品大手の Kraft Heinz Company では、

2020 年 12 月末の時点で、食品ロスを含む、会社から出る廃棄物の 10%を、ゴミからリサイクルに転化す

ることに成功している。食品ロスは特に、堆肥と動物飼料への転化を心掛けている。ミミズを使い、廃棄

食品を堆肥に変える試みなどを行っている。 

 

■WRAP のロードマップに参加する効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 国際的な、各産業におけるスタンダードや測定基準や報告書を把握することができる。 

 ガイダンスをはじめ、様々な WRAP のリソースを活用することができる。 

 他社と自社の食品ロス対策の現状を比較することができる。 

 他社の行いや指標を参考にすることができる。 

 自社がどのような食品ロス対策を行っているか、WRAP を通して世に知らせることができる。 

 新しく行われる食品ロスに関する規制や国の調査を事前に知ることができる。 

 大きな企業の取組にも参加できる。 

図 1-7 WRAP のロードマップに参加する企業 

WRAP,Why we need to take action on food waste（https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/actions/action-

on-food-waste） 

https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/actions/action-on-food-waste
https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/actions/action-on-food-waste
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■英スーパーマーケットチェーン「TESCO」の食品ロスの算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■イギリスの食品ロスの国家戦略ロードマップ 

時期 出来事 

2018 年 9 月  SDGs 12.3 に基づき、Target, Measure, Act Plan を基に、大手小売店と数多くの大手食

品関係の企業は、食品ロス削減に向けて目標設定、測定、実行を行う。 

 食品ロス測定や対策のテンプレートやガイドラインを確立する。 

 一定の目標や測定方法に基づき、目標設定、測定、実行に参加してくれるサプライヤー

を募る。 

 目標設定、計測、実行を繰り返し、状況を対外向けに報告する。 

 ロードマップを発表する。 

2019 年 3 月  ガイドラインに沿って、より多くの企業が、自社の食品ロスの量を測定する。 

 より多くの企業が食品ロスを減らすための試みを開始する。 

 小売店はサプライヤーと共に、食品ロス削減に向けて目標設定、測定、実行を行う。 

 主要サプライヤーが団結して、食品をめぐるサプライチェーン全体で複数の事業者が共

同参画して食品ロスを減らしていくことを目的とした取組 Whole Chain Food Waste 

Reduction Plans (WCPs)、 というプランに参加する。 

2019 年 9 月  より多くの企業が、自分たちの業務から出る食品ロスや過剰な食品の量を測定して報告

する。 

 すべての大規模なサプライヤーと、50 社の大きな食品系のチェーンは計画し、測定し、

食品ロスに対する何らかのアクションを開始する。 

 大きい食品会社はサプライヤーと共に、食品ロス削減に向けて目標設定、測定、実行を

行う。 

 Courtauld Commitment 2025(企業や農家を主な対象とした自由参加の食品ロス削減

協定) において、WRAP が状況を報告する。 

2022 年  了承されたアプローチを使い、日常的に確実に下水道に流れ出る食品ロスの量を定量

化する。 

2020 年と 2021 年に「TESCO」が採用した食品ロスの算出方法の解説である。 

 ラベル表示の期限を過ぎている、破損している、市場からすでに下ろされている、また、売場のどこに置い

たらいいか分からないなどの理由から売場から外されている食品を食品ロスの対象とする。 

 廃棄にまわる無駄になっている製品ユニットの数と、ユニットあたりの重量をかけることで、食品ロス量をトン

単位で算出する。 

 製品の重量、商品のスキャンデータ、その他一部の商品は個別の計測などにより、重量が明らかになる。 

 商品のカテゴリー別に廃棄量を明らかにして、全店舗で合計を出していく。これで廃棄物のおよそ 88％を

明らかにする。 

 残りの 12％にあたる廃棄物は簡単に重量の計測できないもの(例えばパン屋のカウンターの商品など)が

ある。この場合はカテゴリーの平均の重量を目安にして、重量を計測する。 

 このような重量の目安を明らかにするために、廃棄量を算出し始めた当初は、重量の計測がしばしば必要

になった。最も廃棄物が出やすいカテゴリーは優先的に測量の対象となった。 

 ワインボトルのように容器の重量などを大いに考慮しなければならないものも、あらためて重量を計測し

た。また、レジの売り上げデータから食料の廃棄量を算出する場合、ペットフードは除外して計算する。 
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時期 出来事 

 大手のうちおよそ 75％の食品系企業は、食品ロス削減に向けて目標設定、測定、実行

を行う。 

 50 の卸売チェーンの Whole Chain Food Waste Reduction Plans (WCPs)が実行される。 

 C2025 において、WRAP が状況を報告する。 

2026 年  100％の大きな食品系企業は、食品ロス削減に向けて目標設定、測定、実行を行う。 

 100％の大きな卸売チェーンの Whole Chain Food Waste Reduction Plans (WCPs)が実

行される。 

 およそ 100 社の卸売チェーンに対して FWR プランが実行される。 

 C2025 において、WRAP が状況を報告する。 

2030 年  企業は各社が自分の食品ロス削減目標を達成している。 

 大手企業は、一般消費者の食品ロス削減の試みを支援する。 

 主要なサプライヤーに対して卸売チェーンの FWR プランが実行される 

 SDG 12.3 にイギリスの成果を報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1-8 WRAP のロードマップ 

WRAP 
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（2）行政機関が実施している食品ロス削減に関する消費者への普及・啓発等の内容及びその効果 

1） 食品ロス対策のステップ 

イギリス環境・食糧・農村地域省のウェブサイト 30では、食品ロス対策として下記のステップを提案してい

る。1 から順に優先的に取り組むことを推奨する食品ロス対策で、1 が実行不可能な場合は 2 へ、2 が実

行不可能な場合は 3 へ、と次々移行していく。下記 1 から 9 までの階層の詳細については同ウェブサイト

内で解説している。 

 

■食品ロス対策のステップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                              
30 Department for Environment Food & Rural Affairs, Food and drink waste hierarchy: deal with surplus and waste

（https://www.gov.uk/government/publications/food-and-drink-waste-hierarchy-deal-with-surplus-and-waste/food-

and-drink-waste-hierarchy-deal-with-surplus-and-waste）  

 

1. ビジネスにおける食料の過剰な保有と食品ロスを防ぐ。 

2. 余った食料を再分配する。 

3. 廃棄食料から動物の飼料を作成する。 

4. 嫌気性処理法を用いて廃棄食料をリサイクルする。 

5. 廃棄食料を堆肥にする。 

6. 廃棄食料を土地散布する。 

7. 廃棄食料をエネルギーの生産のために焼却処理する。 

8. 焼却処分する。 

9. 埋立地または下水道に送る。 

  

https://www.gov.uk/government/publications/food-and-drink-waste-hierarchy-deal-with-surplus-and-waste/food-and-drink-waste-hierarchy-deal-with-surplus-and-waste
https://www.gov.uk/government/publications/food-and-drink-waste-hierarchy-deal-with-surplus-and-waste/food-and-drink-waste-hierarchy-deal-with-surplus-and-waste
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2） The Courtauld Commitment 203031 

取組概要 ・ 「Courtauld Commitment 2030」は、全英の食品チェーンから農家までをつな

ぐ、食品ロス、温室効果ガス、水の汚染などの削減を目的とした、自主的な参

画を基本とする協定である。目標値は 2030 年までに、イギリスの食品ロスを

2007 年の半分の量にする。ここでは、食品の製造、小売、サービス産業、フー

ドサービス、一般消費者からの食品ロスが対象となっている(温室効果ガスに

関しては 2015 年比で半分にすることを目標とする)。 

・ Courtauld Associates になると、オンラインから、様々な食品ロス対策のツール

をダウンロードすることが可能になる。飲食店向けの食品ロス削減のコーチン

グプログラム「Guardians of Grub」における、食品ロス削減に使えるツール

（7DAYS TRACKING SHEET 等）はこれに含まれる。また、ウェビナーやガイダ

ンスなど、Courtauld Commitment の集まりに参加して、情報を共有することが

できるようになる。Food Waste Reduction Roadmap に沿って、削減の目標値を

設定して、その方法を相談することが可能になる。事業者をフードバンク等と

結び付け、効果的に食品ロスを必要なところに提供することができる。 

・ The Courtauld Commitment は企業や団体ばかりではなく、一般消費者との連

携も 1 つのテーマに据えている。消費者向けのアンケート調査等などを行い

(コロナ禍では、新型コロナウイルスの蔓延と食品ロスに関する 4,000 名を対象

としたアンケート調査を行った)、その結果を、「Food Waste Action Week 

strategy」や「Love Food Hate Waste campaigns」といった、一般消費者向けの

大規模な食品ロス削減キャンペーンに活用することで、一般消費者の食品ロ

ス削減をうながしている。 

効果・成果  2019 年比で、45％(9 万 2,000 トン、2 億 8,000 万ポンド)あまり食品寄附が増

加した。 

・ 2022 年 3 月の時点で、249 の企業が「Courtauld Commitment 2030」に参画し

ている。 

・ イギリスでは、2015 年から 2020 年にかけて、チャリティ団体の活動において

450％、企業の活動において 66％、食品寄附が増加した。これは、5 年間で

32 万トン、金額にして 10 億ポンド分の食品寄附が達成されたことになる。 

・ 飲食店に食品ロス対策を教える「Guardians of Grub」というプログラムに関して

も、その成果が記載されている。「Guardians of Grub 」は「Courtauld 

Commitment」の一部と位置付けられる。 

・ 2021 年から 2022 年にかけて、「Becoming a Champion」という e ラーニングの

コースの教育プログラムを提供した際には、25 の団体の 264 人が参加し、

86％が飲食店の食品ロス削減に効果的だったと回答した。 

・ 2021 年 3 月 1 日-７日の間に、「Food Waste Action Week」という食品ロスの

PR キャンペーンを行った。「Courtauld Commitment 2030」に参加している、

130 の企業が主体となり、食品ロス削減関係のメッセージを発信した。 

 

                                              
31 WRAP,The Courtauld Commitment 2030（https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/courtauld-

commitment） 

https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/courtauld-commitment
https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/courtauld-commitment
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出典：WRAP 

・ 144 のメディアで取り上げられ、動画の再生は 400 万回あり、61 名のインフル

エンサーが世界に向けてメッセージを発し、80 万回 SNS でエンゲージメントが

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：North Yorkshire County Council 

・ North Yorkshire County Council の職員が、Food Waste Action Week の期間

中に、住民に向けてオンラインで、食品ロス削減の方法をコーチングした。 
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（3）事業者等が実施している食品ロス削減に関する消費者への普及・啓発等の内容及びその効果 

1） WRAP（The Waste and Resources Action Programme） 

イギリスの WRAP は、行政と企業などが連携して活動する NGO 団体であり、食品ロス、プラスチック廃

棄物、服の廃棄物などを削減することを目的としている。英環境・食糧・農村地域省のウェブサイトは、

WRAP、Love Food Hate Waste (LFHW) キャンペーン、英食品基準庁（FSA）等のウェブサイトと連動して

おり、各所の説明は WRAP のウェブサイトに移行される。32 

WRAP は、飲食店など向けに、食品ロス対策のテクニックなどを紹介する「The Guardians of Grub」とい

うウェブサイトを開設している。ケーススタディのページでは、「The Guardians of Grub」のメンバーとなり、

店の食品ロスを大きく削減することに成功したケースを紹介している。カンブリアという行政区画にある

「THE SHIP INN」という店では、72％の食品ロスの削減に成功した。 

「The Guardians of Grub」のウェブサイトには、食品ロスを自分で計測して記録しておくためのシートなど

もダウンロードできるようにしている。 

 

  

                                              
32 WRAP,Guardians of Grub（https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/guardians-grub） 

https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/guardians-grub
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毎日の食品ロスの総量を項目別に記載する。 

 

 

 

  

図 1-9  7DAYS TRACKING SHEET 

WRAP,Guardians of Grub（https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/guardians-grub） 

https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/guardians-grub
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食品ロスを削減するために必要な工程を行いながらチェックリストに記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-10 チェックリスト 

WRAP,Guardians of Grub（https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/guardians-grub） 

〇消費期限の記載がある食品を購入する。 

〇消費期限の順番で食品を食べていく。 

〇提供者の購入リストに合わせて購入商品をまとめる。 

 〇保存してあるものを記載する「Stock tracking sheet」を活用する。 

〇真空パックを活用して保存することで保存期間を延ばし食品の臭いの発生を抑制する。 

〇生鮮食品ばかりではなく、冷凍食品、乾燥食品、瓶詰や缶詰などの活用も検討する。 

〇乳製品、調理済の肉、生肉、魚、フルーツ、野菜等は、冷蔵庫の中で別々に保存する。 

 

〇空気の入らないコンテナをなるべく使用し、消費期限をラベル付けする。 

 

〇保存しているものの状況を小まめに確認して日々の食事の用意に反映させる。 

 

〇魚、肉、野菜など、過剰に準備するのは避ける。 

 

〇野菜はなるべく皮の付いた状態のものを購入する。 

〇余り物は必ず冷蔵保存し、翌日には使用する。 

〇余った食材を他の料理の調理時に活用する。 

〇余ったパンでパン粉やクルトンを作る。 

〇余った冷蔵ベリーはクーリやスム―シーにする。 

〇秤を用いて重さを計りながら調理する。 

〇料理の完成度にこだわる。 

〇家族が嫌いではない食材を使う。 

〇余った食べ物はフードバンク等に寄附する。 

〇食品のサイズを一定の範囲で購入したり保管したりする。 - 秤やスプーンを活用する。 

〇内容物の部分的なサイズや量を変えながら、同じ食べ物を再度提供する。 

〇平均的な量の野菜を提供する。 

〇創作的な調理を行う。 

 

〇ある食べ物から 1 つの食材を抜いた形式なども許容する(玉ねぎのないサラダなど)。 

 

〇余ったものは持ち帰る。 

〇トラッキングシートを活用して余り物の内容や量を記載する。 

 

https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/guardians-grub
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食品ロス削減のために行った日々の試みを日記のように記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1-11 OUR FOOD WASTE REDUCTION ACTION PLAN  

WRAP,Guardians of Grub（https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/guardians-grub） 

https://wrap.org.uk/taking-action/food-drink/initiatives/guardians-grub
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「The Guardians of Grub」の成功例：カンブリア行政区画にある「THE SHIP INN」という店では、72％の食

品ロスの削減に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「THE SHIP INN」の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1-12 The Guardians of Grub THE SHIP INN 

（https://guardiansofgrub.com/case_studies/the-ship-inn/） 

KEY OUTPUTS 

 食品ロスの削減を決めた最初の週に、店のオーナーは自分たちの店から出る廃棄食品の量を計測し

たところ、1 日あたりおよそ 13.5 キロを廃棄していることを知った。この廃棄は金額にすると、16.2 ポン

ドに相当する。これは年間にすると、1 年あたり 2.8 トンに相当し、金額にして 3,418ポンドに相当する。

これは、食品ばかりではなく、それを作るためのエネルギー、水、貯蔵設備、人件費などを総合する

と、およそ 6,040 ポンドに相当する。 

 13％の食品ロスは腐敗によるものである。 

 21％は調理の準備の過程で出るゴミ。皮むきの作業から大量の食品ロスが出る。 

 66％はチップス、付け合わせ、ソースなどを含む戻した皿に載っていた食品ロスであった。 

 スタッフはこのようにして、店から出る食品ロスを明らかにしていった。 

CHANGES MADE 

 厨房スタッフの廃棄物に対する認識が変わり、腐敗の 84％を減らすことができるようになった。 

 食材は、すでにカットされた野菜やチップスなどを使うことで、準備段階における食品ロスを 80％減ら

すことに成功した。 

 また、一回の皿に盛るチップスやソースの量を減らし、ハンバーガーやサンドイッチの付け合わせを減

らし、必要であれば、求めるように客にお願いすることにより、プレートから出る食品ロスを 67％削減す

ることに成功した。 

SAVINGS 

 一ヶ月こういった試みを行うことにより、店舗全体の食品ロスを 72％あまり削減することに成功した。こ

の結果、年間では 2,454 ポンドの節約が見込まれる。 

https://guardiansofgrub.com/case_studies/the-ship-inn/
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■Love Food Hate Waste (LFHW) キャンペーン 33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                              
33 WRAP,Love Food Hate Waste（https://www.lovefoodhatewaste.com/） 

 Love Food Hate Waste は、WRAP が始めた主にイギリス全土を対象とした、食品ロスを削減するため

の国のキャンペーンである。設置されたウェブサイトを通して、一般消費者向けに食品ロスを減らすた

めの、さまざまな取組やアイデアが文章や写真などを使って紹介されている。 

 ウェブサイトは食品ロス削減に特化したオンラインマガジンやオンラインメディアのような構造と様相に

なっており、行政的な堅苦しさは感じられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.lovefoodhatewaste.com/
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CHILL THE FRIDE OUT 

 冷蔵庫の設定温度を 5℃以下にしなければならないことをイギリス人の半数くらいは知らない。 

 このページでは 29 の冷蔵庫ブランドの冷蔵庫の正しい温度設定を紹介している。 

（例）冷蔵庫の設定の紹介 

 

 

 

 

 

COMPLEATING 

 食品を可能な限り隅々まで(丸ごと)食べきる知恵を公開している。 

COMPLEATING HACKS AND TIPS 

 シワシワになった野菜は冷水に 30 分ほどつけ置きすると、葉っぱの部分などはハリを取り戻す。 

 バターやミルクなどと共に、余ったポテトはスムージーにして、飲み物やソースにすることができる。ある

程度皮も一緒に粉砕して食べられる。 

 パンの端切れは、スライスしたり、バターを付けたり、何かにディップしたりして食べきる。 

 リンゴは皮を剥かずに、薄くスライスするか、小さめに切ることを推奨する。 

 子供がピザなどを食べきるように、サルサやソースなどを用意しておく。 

 芽キャベツの木の葉の部分は野菜として使用する。 

 パンの切れ端は何かを少し載せると、それだけで小さなピザにして食べることができる。 

 カリフラワーは葉や茎もおいしく食べられる。チーズとの相性がいい。 

 ビートルーツは皮を剥かずに様々な調理に活用できる。 

COMPLEATING 101 

 真空パックで砂糖漬けにすると、オレンジやレモンの皮はオレンジピールやレモンピールにすることが

できる。 

 かぼちゃの種はローストすると「ローストかぼちゃの種」となり、美味しく食べることができる。 

 カリフラワーの葉は、油とスパイスを入れたボウルにつけて、ベーキングシートに並べ、オーブンでロー

ストしてカリカリにすると、おいしく食べられる。 

 にんじんの葉は、細かくして、オリーブオイル、ガーリック、パルメザンチーズなどと合わせると、トッピン

グに使える。 

 キャベツの芯はそれ自身が野菜として活用できる。細かくしてサラダに混ぜたり、スープやシチューに

使えたりする。 

 パセリ、コリアンダー、バジル、ミントは、葉だけでなく茎の部分も細かく刻んで、トッピングのように使え

る。 

 ネギは茎だけでなく、緑の葉の部分も栄養価が高く、様々な料理に使える。 
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COMPLEAT LEGENDS（使いきりのレジェンドたち） 

 企業や料理研究家、ユーチューバーなどと連携して、使いきり（余計な部分を捨てない)料理を紹介し

ている。 

 ケンタッキー・フライドチキンは、ポテトを皮付きにした。その方がおいしいという判断がなされた。 

 料理研究家の Rob’s tasty が作った「cod and chips」は、すべての食材を皮付きで提供する完璧な使

い切り料理である。 

 Original Flava という YouTube チャンネルで紹介している「DELICIOUS Vegetable ital Soup!」というジ

ャマイカ風のスープは、様々な野菜を皮付きで使い、使いきりの精神にあふれている。

（https://youtu.be/2YA3quU9_1g） 

 E コマースでチップスを販売する Seachips 社は、魚の皮のチップスを販売している。

（https://www.sea-chips.com/） 

 英スーパーマーケットチェーン TESCO は、食材を皮まで無駄にしない料理レシピを HP にて紹介して

いる。（https://realfood.tesco.com/gallery/10-root-to-stem-recipes.html） 

PORTION PLANNER 

 食べたい食材、調理したい料理、食べる人の属性(大人、子ども-いくつかの年齢の分類)などを選ぶ

と、用意しなければならない食材の量が計算されて表示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://youtu.be/2YA3quU9_1g
https://www.sea-chips.com/
https://realfood.tesco.com/gallery/10-root-to-stem-recipes.html
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IT ALL ADDS U 

 このページでは、食品ロスを減らすための様々な工夫を集め、紹介している。 

 ランチボックス(弁当)の余りを捨てずに、どのように再利用するか。 

 クリスマスディナーの紹介 - 2 人分、4 人分、ベジタリアン 2 人、ベジタリアン 4 人分等、人数やその人

の食文化に合わせたメニューを的確に用意することで食品ロスを減らすことができる。 

 イギリスの一般的な家庭は平均年間で 720 ポンド相当の食品ロスを出している。これは月で割ると 60

ポンドである。そこで、720 ポンドでできる遊び(旅行など)を紹介している。 

RECIPES 

 このページでは、食品ロス対策の要素のある食事メニューの作り方を紹介している。 

 食文化やアレルギー、調理をする人間の熟練度、そして調理時間などにチェックマークを付けて、新

しいメニューや、人気なメニューなどの分類でソートをかけて、様々な料理の調理方法を検索すること

ができる。 

TAKE ACTION 

 「Make Food Matter」や「Food Waste Action Week 2022」など、学校や家庭で子供に食品ロス対策を

教えるための教材がダウンロードできる。 
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■「Target, Measure Act」に参画している英企業のリスト 

WRAP が企業向けに実施するプログラムの 1 つである。参画企業に、各社の食品ロスの目標の設定を

求め、食品ロスの計測方法を教示し、削減までの具体的な工程を計画することを支援している。主に食品

会社、卸売業者や小売店などをターゲットにしている。 

 

小売事業者 

Abel and Cole Aldi ASDA Boots 

Co-op Central England EH Booth and Co Iceland Lidl 

M&S Morrisons Musgrave Ocado 

Sainsbury’s Tesco The Co-op Waitrose & Partners 

食品生産業者 

2 Sisters Food Group Espersen A/S A Gomez Ltd AB World Foods 

ABP Food Group Addo Food Group AG Thames Holdings AH Worth and Company 

LTD 

Aimia Foods AJ & RG Barber Albert Bartlett Allanhill Farming 

Allied Bakeries AM Fresh Angus Soft Fruits Apetito 

Aquascot Ardo UK Ltd Arla Foods Avara Foods 

Avondale Foods Bairds Malt Ltd Bakkavor Group Barfoots 

Baxters Food Group BBF Limited Becketts Foods Bel UK 

Belazu Ingredient Co Bennet Opie Ltd Berry Gardens Ltd Berryworld Limited 

Bighams Limited Blue Earth Foods Blue Skies Holdings Ltd Bowman Ingredients Ltd 

Branston Ltd Britvic British Pepper and Spice Caistor Seafood 

Castle Dairies Castle MacLellan Foods 

Ltd 

Coca-Cola European 

Partners GB Ltd 

Community Foods 

Compagnie Frutiere COOK Trading Ltd Cotteswold Dairy 

Limited 

Country Style Foods 

Cranswick PLC Danish Crown UK Danone Direct Table Foods 

Dovecote Park dps Ltd Duerr’s Dunbia UK 

Ella’s Kitchen Brands 

Ltd 

Ethical Food Company 

Ltd 

English Provender Co Evron Foods 

Fairfax Meadow Europe 

Limited 

Farne Salmon and Trout Fenmarc Produce Finsbury Foods 

Flamingo Horticulture Flatfish Ltd Foyle Food Group Frank Roberts & Sons 

Freshpak Friesland Campina UK 

Limited 

Froneri Fullers Foods 

International 

Fyffes Group General Mills Glanbia Glinwell PLC 

Greencore Group Greenfields Ireland 

Limited 

Greenvale AP Greenyard Frozen UK 

Ltd 

Griffith Foods Ltd G’s Fresh Ltd Haribo Hilton Foods UK 

Hotel Chocolat Hovis Huntapac Produce Ltd Iceland Manufacturing 

Ltd 

Iceland Seafood 

Barraclough Ltd 

Innocent Ltd Jacksons Bakery JBS Global UK 
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JDM Food Group JO Sims Holdings Ltd Jordans Ryvita Joseph Robertson 

(Aberdeen) Ltd 

Kanes Foods Karro Food Group Keelings Fresh 

International Ltd 

Kellogg Company 

Kepak Group Kerry Foods Kettle Foods Kettle Produce Ltd 

KK Fine Foods Ltd KP Snacks Ltd Kraft Heinz Lactalis Nestlé Chilled 

Dairy 

Lamb-Weston/Meijer 

UK Ltd 

Linden Foods Lyons Seafood Macduff Shellfish 

Mackies of Scotland Manor Fresh Ltd Mars UK McColgans’s Quality 

Foods 

Meadow Food Ltd Minor Weir and Willis 

Ltd 

Monaghan Mushrooms Mornflake Oat Cereals 

(Morning Foods Ltd) 

Morrisons 

Manufacturing 

Moulton Bulb Company 

Limited 

Moy Park Ltd Muller Milk and 

Ingredients 

Muntons PLC Myfresh Prepared 

Produce Limited 

Nairn’s Oatcakes Natures Way Foods Ltd 

Nestlé UK & Ireland New England Seafood Nichols PLC Noble Foods 

Odysea Ltd Ornua Foods Oscar Mayer Ltd Park Cakes Ltd 

PepsiCo UK & Ireland Peter Gilding & Co. 

Limited 

Pilgrim’s Pride UK Premier Foods 

Primafruit Princes Produce World Group 

LTD 

Puffin Produce 

Quorn Foods Randall Parker Foods Ready Egg Co Refresco 

Richard Hochfeld Ltd S&A Produce (UK) 

Limited 

Salisbury Poultry 

(Midlands) LTD. 

Samworth Brothers 

Saputo Dairy UK Sea Farms Limited SH Pratt & Co Signature Flatbreads UK 

Ltd 

Silver Fern Farms Simpsons Malt Ltd SK Chilled Foods Ltd South Caernarfon 

Creameries 

Speedibake Stonegate Farmers Ltd Suncrop Suntory Beverage and 

Food GB&I 

Tayto Group Thanet Earth Marketing 

Ltd 

The Big Prawn Company The Fresh Produce 

Centre 

The Scottish Salmon 

Company 

The Silver Spoon 

Company 

The Summer Berry 

Company 

Thistle Seafoods 

Tilda Total Produce Limited Total Worldfresh Ltd Ugo Foods Group 

Unilever UK Valeo Foods UK – 

Rowse & Matthew 

Vitacress Ltd Warburtons 

Wealmoor Ltd Weetabix Wessanen UK (Kallo 

Foods Ltd) 

Westmill Foods 

Whitby Seafoods Whitworths Ltd Williams Bros Brewing 

Company LTD 

Winterbotham Darby & 

Co Ltd 

Worldwide Fruit Ltd Yeo Valley Farms 

(Production) Ltd 

Young’s Seafood  
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サービス業と飲食店 

Accor Hotel Services Amadeus Aramark Bartlett Mitchell 

BaxterStorey Bidfood Bluestone Wales Booker 

Brakes Burger King Caffè Nero Cardiff Metropolitan 

University 

Castell Howell CH & Co Compass Group UK and 

Ireland 

Costa Ltd 

Daniel Thwaites Public 

Limited Company 

Elior UK Fooditude Genuine Dining Group 

Greene King Greggs Holroyd Howe Hopwells Ltd 

IHG Hotels and Resorts ISS Group KFC McDonald's Restaurants 

Limited 

Nando’s UK & Ireland OCS Group Pizza Hut Restaurants Pret a Manger 

Rick Stein Restaurants Robinsons Brewery Sodexo UK & Ireland St Austell Brewery 

Starbucks St John’s College, 

University of Cambridge 

The Restaurant Group University of 

Portsmouth 

Wasabi Co Ltd Wellocks   

内容領域専門家 

Adkins Bakery Ltd Andrews Flour Mills Bahlsen LLP Bute Island Foods 

Castle Dairies C&K Meats Cleone Foods Deeside Water Company 

Delicious Alchemy DGM Growers English Lakes Ice Cream Excellent Gourmet 

Trading Ltd 

Frylite Hughes Mushrooms iLovesnacks Just Love Food 

Company 

Kilkeel Seafoods Kestrel Foods Mash Direct McColgans 

Staveleys Eggs Stockans Oatcakes The Protein Ice Cream 

Company 

Total Produce NI 

Tracklements Western Brand Poultry White’s Oats Wilson’s Country Foods 

業界団体とその他の団体 

AHDB Anthesis Approved Foods BIO-BEAN 

Biomass Biorefinery 

Network 

British Beer & Pub 

Association 

British Frozen Food 

Federation 

British Retail 

Consortium 

BSi Business in the 

Community 

Campden BRI Chartered Institute of 

Environmental Health 

Chilled Food 

Association 

Civica Company Shop Considerate Group 

Craft Guild of Chefs Dairy UK Environmental 

Association for 

Universities and 

Colleges 

FareShare 

Federation of Bakers Federation of Wholesale 

Distributors 

Food and Drink 

Federation 

Foodservice Equipment 

Association 

Fourth Ltd Greenkode INCPEN (Industry 

Council for Packaging 

and the environment) 

Institute of Food 

Science and Technology 
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Institute of Hospitality Institute of Workplace 

and Facilities 

Management 

Karma Leanpath 

NFU Olio Provision Trade 

Federation 

Royal Academy of 

Culinary Arts 

Soil Association Food 

for Life 

Suez UK Sustainable Restaurant 

Association 

Tenzo 

The University Caterers 

Organisation 

Too Good to Go UKHospitality Unilever Food Solutions 

Veolia Winnow Zonal  

 

 

（4）食品ロス削減に関する税制等の優遇措置及び法律による規制等 

「Corporation Tax Act 2010、Charities Act」という法人税法があり、慈善団体への寄附は非課税で、ソ

フトドリンクやアイスクリームを含む菓子類に関しても同様に寄附は非課税となる。 

免責の制度として、寄附された食品を食べた第三者が身体に異常をきたした場合、寄附した者を保護

する「Social Action, Responsibility and Heroism Act」が存在するが、地域の慈善団体と、実際に支援した

個人などとの間で問題が起こった場合が主眼であり、企業からの食品寄附を促進する効果は薄いと言わ

れている。 

英国では、これまで、法令ではなく自主的取組を官民共同で進める仕組みを政策的に後押ししている

ため、特段の法令が無かった 34。 

  

                                              
34 UK Parliament, Food Waste: key facts, policy and trends in the UK（https://commonslibrary.parliament.uk/research-

briefings/cbp-7552/#:~:text=Food%20waste%20policy%20and%20legislation,-

The%20UN%20Sustainable&text=As%20waste%20(including%20food%20waste,of%2033%25%20reduction%20by%202025）  

https://commonslibrary.parliament.uk/research-briefings/cbp-7552/#:%7E:text=Food%20waste%20policy%20and%20legislation,-The%20UN%20Sustainable&text=As%20waste%20(including%20food%20waste,of%2033%25%20reduction%20by%202025
https://commonslibrary.parliament.uk/research-briefings/cbp-7552/#:%7E:text=Food%20waste%20policy%20and%20legislation,-The%20UN%20Sustainable&text=As%20waste%20(including%20food%20waste,of%2033%25%20reduction%20by%202025
https://commonslibrary.parliament.uk/research-briefings/cbp-7552/#:%7E:text=Food%20waste%20policy%20and%20legislation,-The%20UN%20Sustainable&text=As%20waste%20(including%20food%20waste,of%2033%25%20reduction%20by%202025
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（5）イギリスの食品ロスに関わる先進的なテクノロジー 

企業名 技術・製品・サービス概要 

OLIO 

（ロンドン） 
■廃棄食品の転売及び寄附サポートの技術 

設立 ・ 2016 年 

特徴 ・ イギリス初の食品ロス対策アプリ。 

・ 食品を廃棄予定の人が、その食品を撮影した画像を OLIO のア

プリに投稿し食品の簡単な説明を添えると、それを欲しい人がア

プリ上でコンタクトをしてくる。受渡場所を設定して、食べ物の交換

が行われる。 

URL ・ https://olioex.com/ 

Tenzo 

（ロンドン） 
■AI・ロボットを活用した在庫量を適正化する技術 

設立 ・ 2016 年 

特徴 ・ Tenzoが提供するプラットフォームに、飲食店は毎日の売上やメニ

ューの内容を含め、様々なデータを入力すると、AI が天候やトレ

ンドや過去の売上などを元に、売上予測を提供してくれる。この予

測は人間の行う予測よりも 50％ほど的中率が高い。 

・ 飲食店事業者はこのAIの売り上げ予測に基づいて必要な食材な

どをオーダーできるので、結果的に食品ロスを減らすことができ

る。 

URL ・ https://www.gotenzo.com/ 

Winnow 

（ロンドン） 
■食品廃棄量を測量する技術 

設立 ・ 2013 年 

特徴 ・ 飲食店のキッチンにて、AI カメラや重量計側器をゴミ箱に設置し

て、キッチンスタッフが廃棄する食品の内容や量や、それに相当

する金額を明らかにして、そのデータを提示してくれるソリューショ

ン。 

・ 廃棄物の量や金額を見ながら、レストラン事業者はオーダーする

食材の量を調整することで、出費を減らして食品ロス削減につな

がる。 

URL ・ https://www.winnowsolutions.com/ 
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企業名 技術・製品・サービス概要 

FridgeCam 

（ロンドン） 
■廃棄になりそうな食品を把握する技術 

設立 ・ 2013 年 

特徴 ・ 一般消費者の冷蔵庫のドアの内側に付ける小さなカメラ。消費者

が冷蔵庫のドアを閉める度に写真を撮り、その画像をアプリに送

る。 

・ こうすることで、消費者は自分の冷蔵庫の中に何があるかを確認

することができ、無駄な買い物を抑制することができる。 

URL ・ https://smarter.am/products/smarter-fridgecam 

Oddbox 

（ロンドン） 
■廃棄食品の安売り、転売、寄附サポートの技術 

設立 ・ 2016 年 

特徴 ・ 規格外の野菜と果物を農家から買い、ボックスに詰めて、定期的

に消費者に送るサービス。 

・ 消費者は箱のサイズを決めると、そのサイズを満たす形で、その

時々の規格外の農作物が届く。商品の値段はディスカウント価格

である。 

URL ・ https://www.oddbox.co.uk/ 
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（6）ヒアリング個票 

1） OLIO 

◆Anne-Charlotte Mornington, Head of Impact 

【所在地】 London 

【設立】 2015 年  【従業員】 67 名 

 

■ヒアリング概要 

企業・団体概要 

役割 
・ OLIO は人と食品を守るために、

様々な資源をシェアリングすること

を目的として取り組んでいる。人々

が捨てる食品には価値があり、廃

棄することによって地球温暖化の

要因にもなる。なにより、食事が余

っているのにも関わらず、食べたく

ても食べられない人がいるのはお

かしいと感じている。このアプリは

人道的にも環境的にも良いことを

提供する。 

・ OLIO は現在 67 名の従業員がおり、半年後には約 150 名に増やす予定である。政

府からの助成金は受けていないが、ベンチャーキャピタルから資金提供は受けてい

る。多くのチャリティ団体がOLIOを使って食料を受け取っている。特段、OLIOが利

用を促進しているわけではないが、チャリティ団体が OLIO のアプリを使っていること

は非常に良いことと捉えている。 

・ OLIO は、イギリスで最も大きなフードバンクと連携している。このフードバンクだけで

は、余剰食料全体の約 25％にしかアクセスできていない。なぜなら、フードバンクの

スタッフが回収する量には制限がある。ある程度の量が無ければ受け取れないし、

受け取れる種類も限られていることがある。また、量が多すぎて受け取れない場合も

ある。食料を保管できる時間も限られている。しかし OLIO の場合は、いつでも何で

も受け取ることができる。 

取組経緯・ 

着眼点 
・ 設立した理由は、食品ロスの削減目標があったからである。 

テクノロジー 「OLIO」とは 

・ 「OLIO」は無料で使える一般消費者向けアプリで、誰でも自分のスマートフォンやパ

ソコンからダウンロードできる。イギリスやアメリカ、アルゼンチン、オーストラリア、ニュ

ージーランド、アイルランド、チリ、シンガポールなどで利用でき、現在 500 万人以上

がダウンロードしている。コロナの影響で利用者数が 3 倍になり、寄附される食料の

量も大幅に増えた。 

・ 現在、英語版とスペイン語版のアプリしかないが、シンガポール政府と連携してアプ

リの普及に取り組んでいる。日本とも連携したい。 
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・ 不要なものがあれば、写真に撮ってアプリにあげると受け取る人が現れる。つまり、

「OLIO」は寄附のプラットフォームである。アプリを介して食べ物を寄附するとき、寄

附した側はお金を受け取らない仕組みである。寄附されるものは、主に保存期間の

長くない食品が多い。中でもパンが最も多い。麻薬や麻薬を使用した食べ物、生き

た食材などは受け付けないことになっている。 

・ アプリのユーザーは特に女性の 15 歳から 25 歳が多い。女性が家事をすることが多

く、自然と食事について考える機会が多い。若い女性は出産を経験し、やらなけれ

ばならないことが増え、食事に関して OLIO を頼りたくなるのではないか。2021 年の

後半に、アプリの新しい機能として、自宅で調理した料理を販売できるという機能を

追加した。しかし、新しい機能のため十分に説明できていない。 

・ 利用者間で衛生面などの問題は起きない。なぜならば、一般的に消費者間で食べ

物を提供していることと同じだからである。例えば、友人を家に招待してディナーを

提供したとする。友人がピーナッツアレルギーだということを知らずに食事にピーナ

ッツを入れ、友人の体調が悪くなった場合、それは私のせいではなく、そのことに配

慮しなかった友人の責任になる。責任は受け取る側にあると言える。また、Olio は食

事を提供しているのではなく、人々のマッチングを支援しているため問題はない。 

・ 企業が食品を寄附する場合には管理責任が生じ、賞味期限や産地、食事の内容

物などを記載する必要がある。しかし、個人が個人に寄附する場合は、こういった情

報の記載は必須ではない。自由に好きなことを商品の説明欄に記載すれば良いこ

とになっている。自分で調理した食事を提供することも問題ない。 

・ アプリはゲームのような機能があり、寄附することでポイントやバッジを獲得すること

はできる。そして一定の数が集まると、次のレベルに進める仕組みがある。しかし、

実際に何か景品などが何かもらえるわけではない。 

「Food Waste Hero」 

・ 「Food Waste Hero」というサービスも行っている。これは、ボランティア参加してくれ

る人が、OLIO と連携関係にある飲食店やお店を、閉店時に訪れ、その日の余り物

の食品を受け取り、それを OLIO のアプリで食料が必要な人に配って回る、という試

みである。現在約 78,000 人がボランティアスタッフとして登録されている。OLIO は

連携先の飲食店やお店から余った食品の引き取り料を受け取っている。 
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2） WRAP 

◆Dr Richard Swannell, International Director  

【所在地】 2nd Floor, Blenheim Court 19 George StreetBanbury OX16 5BH 

 

■ヒアリング概要 

企業・団体概要 

役割 
・ イギリスにおいて食品ロス対策のイニシアチブを取っている最も主要な部署は

Department for Environment, Food and Rural Affairs (Defra)である。その他、Wales

政府や Northern Ireland 政府、Scotland 政府なども、SDGs12.3 に合わせて 2030 年

を目途に食品ロス対策をしている。 

・ WRAP はこういった団体全てを代表して食品ロス対策を担っている。また、WRAP は

オーストラリア、アメリカ、ドイツなどの諸外国に対して支援をしている。 

・ フランスは、立法府（政治）を巻き込みながら企業へのアプローチを進めており、イギ

リスとは異なる手法のように見受けられる。これには政治的な背景もあるが、社会的

なシステムがフランスとは様々な点で異なることが影響していると思う。 

・ しかし、イギリスはフランスと同様の方針になっている部分もある。イギリス政府は、一

定以上の規模の企業に対して、食品廃棄物の計測の義務付けを検討している。オ

ランダはイギリスとかなり近い方法で実施している。 

国の食品ロス 

対策について 
・ イギリスはSDGs12.3が掲げられる以前から国独自の削減目標を設定している。例え

ば、「Love Food Hate Waste」のキャンペーンは、2007 年から実施している。加えて、

2012 年頃には食品生産者や小売、飲食店、一般家庭などに対して、食料廃棄にお

けるベースライン（基準値）を設定している。こうした背景から、イギリスは既に数百万

トンの食品ロスの削減に成功している。 

・ イギリスでは 2012 年比で食品ロスを半減する目標を設定しており、2012 年の食品ロ

スの総量は約 1100 万トンである。2022 年現在は約 950 万トンのため、10 年間で

150 万トン削減されている。35 

食品ロスの排出量の推計方法 

・ 家庭から出る食品ロス排出量は、「Waste composition analysis」と自治体のデータを

合わせて算出している。そして、イギリス全体の量を推定している。 

・ 小売とサプライチェーンの食品ロス排出量は、複数の情報源をもとに算出している。

イギリスには「Courtauld Commitment」という自主協定があり、主要な小売業者が参

画している。この協定は、2010 年頃から WRAP に対して参画している企業のデータ

を提供している。 

・ また WRAP は、環境省（Environment Agency）とスコットランド環境保護庁（SEPA：

Scottish Environment Protection Agency）のデータも保有している。このような複数

のデータを組み合わせて食品ロス排出量の推計している。 

・ WRAP は、基本的には可食部と非可食部を分けて推計している。分けて推計するの

は困難かつコストもかかる。加えて、イギリスにおいて可食部と判断する部分が、他

                                              
35 WRAP,Food surplus and waste in the UK – key facts（https://wrap.org.uk/resources/report/food-surplus-and-waste-

uk-key-facts） 

https://wrap.org.uk/resources/report/food-surplus-and-waste-uk-key-facts
https://wrap.org.uk/resources/report/food-surplus-and-waste-uk-key-facts
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国においてどのように判断されているか分からない。例えば、チキンフィート（鶏の

足）の場合、イギリスでは非可食部になるが、他国は可食部分となるケースがある。 

啓発・普及活動 「Love Food Hate Waste」 

・ 2007年より、一般消費者に対する食品ロスの啓発・普及活動として「Love Food Hate 

Waste」というキャンペーンを実施している。これは、カナダやオーストラリア、ニュー

ジーランドなどでも実行されている。 

・ このキャンペーンはイギリスの一般消費者に 31％の可食部の食品ロス削減を訴求し

ている。達成すると国全体で百万トンの削減になる。年間で約 500 万ポンドに相当

する。36 

「The Guardians of Grub」 

・ WRAP は、「The Guardians of Grub」というプログラムを通して、レストラン、カフェ、バ

ーなどに食品ロス削減を啓蒙している。2022 年現在、13,291 店舗が参加している。 

・ 飲食店は、どのように食品ロスを抑えることができるか模索している。このプログラム

では、飲食店自身で目標値を設定して取り組む「Target-Measure-Act」というアプロ

ーチ方法がポイントとなっている。重要なことは、各企業に合った食品ロス削減の方

法や測量を行うことである。 

・ 食品ロスに成功すると飲食店は多くの材料費を節約することに繋がる。こういったこ

とは特にコロナ禍において重要なモチベーションになっている。さらに、環境負荷を

減らして、客に対して良い印象を与えることができる。 

・ プログラムでは、経営者は従業員に食品ロス削減に向けた方法を教え、必要なツー

ルを提供する。トレーニングに使えるオンラインの動画教材も用意しており、簡単に

習得することが可能となっている。 

・ 「Champions」というキャンペーンもあり、さらに本腰を入れた飲食店の食品ロス対策

の取組である。このキャンペーン用の教材も用意している。効果は目覚ましく、およ

そ 4 週間から 6 週間で、店舗から排出される食品ロスの 20％～25％を減らすことが

できる。 

・ WRAP は、一ヵ所の店舗に対して指導をするわけではなく、一度に多くの店舗に対

してガイダンスやウェビナーを通じて指導を行う。「The Guardians of Grub」において

重要なことは、事業者が楽に学べることである。 

表示ラベル 

・ イギリスは、表示ラベルの取組に注力している。賞味期限と消費期限を分けて提示

している。また、食品の種類ごとに提示する期限を統一した。例えば、従来は同じ種

類の食品でも、賞味期限と消費期限のどちらかしか表示されていない場合があり分

かりにくかった。 

・ WRAP の職員は、様々な店を訪問し、食料の保管方法や表示ラベルの仕方、法的

なことも含めて周知している。Marathon というスーパーマーケットでは、ミルクはこれ

まで消費期限ラベルだったが賞味期限ラベルに変更した。多少味は落ちたとしても

健康上問題なく飲むことができる。 

                                              
36 Love Food Hate Waste(https://www.lovefoodhatewaste.com/)  

https://www.lovefoodhatewaste.com/
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・ 近年、多くのスーパーマーケットにおいて賞味期限ラベルを貼らない傾向が見られ

る。おいしい時期を消費者に判断してもらうという意図がある。こうした取組も食品ロ

スを減らす効果がある。 

「buy one get one free」 

・ イギリスの小売業者は、「buy one get one free（ひとつ買うともうひとつただでもらえ

る）」という販売手法を用いる場合があり、これは食品ロスを増やしている。そのため、

WRAP は小売事業者に対して、「buy one get one free」ではなく半額セールを実施

するように依頼している。半額セールは、食品ロスにはつながらないからである。 

企業等の食品ロ

ス対策について 
「courtauld commitment」 

・ WRAP は、助成金などのシステムを使わずに大きな成果をここまであげることができ

た。その理由のひとつは「courtauld commitment」を採用したからである。これは

2030 年までに食品ロスを削減することを目標とした協定である。それによって、加盟

企業は食品ロスを削減する方法を検討し始めた。そして自然と余剰食糧を寄附する

ようになった。 

・ WRAPは、「courtauld commitment」に参加する事業者たちに食品ロスの量を年間ベ

ースで計測してもらっている。計測したデータは外に明かさない約束のもと、情報を

提供してもらっている。こういった活動を続けていると、自分たちがどれだけ食品ロス

を出しているか、事業者自身が明確に理解する。そして、それを削減すると、逆にど

れだけ無駄な支出を抑えることができるかを理解することになる。 

・ WRAP は事業者に対して、消費期限が近づく食材が出た際、ディスカウントセール

をするように依頼している。こうしたセールを定期的に実施することで、客は何時にど

こでセール品が売り出されるか把握することができる。そして、それでも余りそうな食

材がある場合は、まとめてフードバンクなどのチャリティ団体に寄附するように依頼し

ている。そのために、普段から食材の引取先を見つけておく必要がある。引取時間

などもあらかじめ話し合っておくべきである。 

・ こうしたことが全てできない場合は、分別してリサイクルビンに入れてもらう。 

Redistribution Working Group 

・ このワーキンググループは、食品ロス対策における最適な方法を共有、障害と機会

の特定、関連する新しいリソースと研究の開発、進捗状況のモニタリングのアプロー

チを監督することにより、食品ロスの再分配量の増加という課題に取り組むことを目

指している。こうしたワーキングループを行うことで、結果的に寄附の総量が約 3 倍

にもなった。 

・ こういった取組は、一般消費者やメデャアの意識に良い効果を生み出す。事業者側

はコスト削減にはつながらないが、CSR の一環としてとても効果がある。 

法律・税制優遇 「Responsibility and Heroism Act」 

・ 「善きサマリア人の法」に相当する法律として「Responsibility and Heroism Act」があ

る。もともとは食料配給のためにできた法律ではないが、腐敗した食品に対する免

責の意味合いを持つ。 

・ WRAP のウェブサイトには、食品ラベルに関するガイドラインなど、生産者や小売業

者に向けた様々なガイドラインが紹介されている。こうしたガイドラインがあるため、
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「Responsibility and Heroism Act」はほとんど普及していない。 

「Landfill Tax」 

・ 一般消費者向けの、食品ロス対策に関する法的な取組として「Landfill Tax」がある。

不当な廃棄に対して課税をするにより、一般消費者へのリサイクルを促している。世

界的に分別をする傾向にあり、イギリスも推奨している。 

・ 分別を行うことにより、食品ロスは全体で 4～8％削減することができる。一般消費者

に対して、食品ロスと他のゴミとの分別の徹底を依頼している。この取組は継続する

ことが重要である。 

助成金 

・ WRAP は、食品輸送の面において設備が不足していると感じている。そこで、冷蔵

機能が搭載した自動車の購入資金を助成金として用意した。フードバンクは配送す

る食品の品質を担保しながら、迅速に配送しなければならないと考えている。 

・ 2015 年から 2020 年で、廃棄されずに配給された食料は 3 倍となった。これは、2 億

2000 万食に相当する。そして配給する過程において、各々が品質を確認し、腐敗し

たものを取り除くことが重要である。 

テクノロジー 「Food Cloud」 

・ 「Food Cloud」は、寄附が必要な地域事業者やチャリティ団体とスーパーマーケット

などを繋ぐソフトウェアである。これにより寄附の取組を促進することができる。 

「smart meter」 

・ 「smart meter」は、飲食店のキッチンの食品ロスの量を自動的に計測してくれる技術

である。 

・ こういった技術を提供する企業が欧州に少なくとも 5、6 社ある。ゴミ箱の下に計りが

あり、捨てたものの量を計測して、カメラと AI で、廃棄したものの内容を特定するよう

な技術も開発されており、こういった技術はどんどん普及していくことが見込まれる。 

課題と今後の 

展開 

・ WRAP は、イギリスにおける可食部の食品ロスを 27％削減することに貢献している。

また、サプライチェーンでは 27％、一般家庭では 31％削減に貢献した。世界で初め

て家庭から排出される食品ロスを計測することに成功したのは WRAP である。この計

測方法は「Food Loss and Waste Protocol」のベースにもなっている。これは世界に

非常に大きな影響を与えることができた。 

・ European Commission の計測のベースにもなっている。このような計測方法は、オー

ストラリア、メキシコ、南アフリカ、インドネシア、ドイツ、ノルウェー、デンマーク、など

でも取り入れられている。 

・ WRAP の調査などによって得た経済的な効果は、イギリスからの投資金額と比較す

ると、約 10 倍の効果があることが報告書に記載されている。37WRAP が食品ロス問

題の専門家と連携して調査や対応策を検討することは、政府にとって大きな支援に

なっている。 

・ もしそういった組織を日本で作ることを検討する場合に、支援が必要であれば

                                              
37 The Business Case for Reducing Food Loss and Waste(https://champions123.org/publication/business-case-

reducing-food-loss-and-waste)  

https://champions123.org/publication/business-case-reducing-food-loss-and-waste
https://champions123.org/publication/business-case-reducing-food-loss-and-waste
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WRAP は喜んでサポートする。相談に乗れる部分もあるはずである。国によって、法

律やシステムは異なるが、WRAP はこれまでに様々な国の手伝いをしてきた。 

・ 日本は食品ロスのリサイクルという面で素晴らしい実績をあげている。また、食品ロス

排出量の計測という面でも優れている。加えて、専門の外部組織を持つことができ

れば、大きな成果をあげるだろう。 

・ WRAP はミックスファウンディングのモデルを取っている。政府や企業、国際機関な

どから資金を調達している。企業が投資することで、WRAP の知見を活用し、無駄な

コスト削減や利益向上に結びついている。 

・ WRAP は食品ロスばかりではなく、そのほかの環境の取組も担当している。最近で

は、テキスタイル（布）やプラスチックの分野の廃棄物が重要な研究テーマになって

いる。一度、食品ロスで様々な知見を得ると、それは他の産業の改善にも応用でき

ると考えている。 
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3．オーストラリア 

 

（1）食品ロスの状況 

オーストラリアの食品ロス対策のリーダーシップを取っている政府機関は、DAWE（Department of 

Agriculture, Water and the Environment）である。オーストラリア政府は 2030 年までに食品ロス・廃棄量を

半分にすることを目標にしている。オーストラリア政府は具体的な目標数値を明らかにはしていないが、

DAWE の発表によると、およそ 380 万トンであると推定されている。38 

2022 年 4 月の DAWE の発表によれば、食品ロス・廃棄による損失額は年間およそ 366 億豪ドルであ

り、毎年、760 万トンの食品を廃棄している（可食部・非可食部の区別なし）。この数字は事業者と家庭の

食品ロスを合わせた数字である。これは国民一人あたり 312kg の食品を廃棄していることになる。世帯あ

たりでは、年間およそ 2,000 豪ドルから 2,500 豪ドルの損失である。 

DAWE の発表によると、オーストラリアの農家で生産されるすべての野菜のおよそ 25％は、出荷される

ことなく廃棄されている。生産されるニンジンのおよそ 31％は、規格外として廃棄されているが、これは年

間 6,000 万豪ドルに相当する。農家が廃棄する全ての野菜は総額にして 28 億 4,000 万豪ドルに相当す

る。2022 年の Department of Industry, Science, Energy and Resources の発表によると、オーストラリアの

家庭では、年間におよそ 310 万トンもの食べられる食品を廃棄している。39 DAWE の発表によると、商業・

産業施設では、年間におよそ 220 万トンの食品を廃棄している。40 

同じく Fight Food Waste CRC 等が 2021 年に発表した報告書「Australian household food waste - A 

summary of behaviours, attitudes, perceived and actual food waste」によれば、オーストラリアの家庭から

出る食品ロスの 1 週間の総合は平均で 4.22kg であり、1 人あたり 1.88kg である。41 

Fight Food Waste CRC 等が 2020 年に発表した報告書「Australian Industry Food Waste - Training 

Needs Analysis 2020」によると、オーストラリアの食品ロスの 34％は家庭ゴミ、24％は食品加工業者からの

食品廃棄、31％は生産者の食品廃棄で、残る 11％はその他の廃棄になる。また、食品廃棄のおよそ

50％が野菜で、これは食品の流通における段階の廃棄である。42 

 

  家庭からの食品ロス 34% 

  食品加工業者の食品ロス 24% 

  生産者の食品ロス 31% 

  その他の食品ロス 11% 

                                              
38 Department of Agriculture, Why we need to reduce food waste 

(https://www.awe.gov.au/environment/protection/waste/food-waste)  
39 Department of Industry, Science, Energy and Resources, Kitchen and food waste

（https://www.energy.gov.au/households/reducing-waste）  
40 Department of Agriculture, Water and the Environment Tackling Australia’s food waste

（https://www.awe.gov.au/environment/protection/waste/food-waste#:~:text=Each％20year％20we％20waste％20 の

around,％242％2C500％20per％20household％20per％20year） 
41 Australian household food waste - A summary of behaviours, attitudes, perceived and actual food waste

（https://fightfoodwastecrc.com.au/wp-content/uploads/2021/07/FINAL-summary_report.pdf） 
42 Australian Industry Food Waste - Training Needs Analysis 2020（https://fightfoodwastecrc.com.au/wp-

content/uploads/2019/05/TNA-full-report-251120.pdf） 

https://www.awe.gov.au/environment/protection/waste/food-waste
https://www.energy.gov.au/households/reducing-waste
https://www.awe.gov.au/environment/protection/waste/food-waste#:%7E:text=Each%EF%BC%8520year%EF%BC%8520we%EF%BC%8520waste%EF%BC%8520%E3%81%AEaround,%EF%BC%85242%EF%BC%852C500%EF%BC%8520per%EF%BC%8520household%EF%BC%8520per%EF%BC%8520year
https://www.awe.gov.au/environment/protection/waste/food-waste#:%7E:text=Each%EF%BC%8520year%EF%BC%8520we%EF%BC%8520waste%EF%BC%8520%E3%81%AEaround,%EF%BC%85242%EF%BC%852C500%EF%BC%8520per%EF%BC%8520household%EF%BC%8520per%EF%BC%8520year
https://fightfoodwastecrc.com.au/wp-content/uploads/2021/07/FINAL-summary_report.pdf
https://fightfoodwastecrc.com.au/wp-content/uploads/2019/05/TNA-full-report-251120.pdf
https://fightfoodwastecrc.com.au/wp-content/uploads/2019/05/TNA-full-report-251120.pdf
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オーストラリアでは、Food Innovation Australia Limited (FIAL)という企業が国の食品ロス対策の調査や

戦略作りを担っている。 

DAWE の発表によると、オーストラリアの食品ロスは、同国の温室効果ガスのおよそ 3％の発生要因に

なっている。国内で廃棄されている食品を生産するための敷地面積は 2,500 万ヘクタールに相当する。

オーストラリア政府は SDGs12.3 の指標に基づき、2030 年までに食品ロスを半減させる目標を立て、その

内容を「National Food Waste Strategy」「Roadmap」「Waste Policy Action Plan」などにまとめている。 

政府は、「Stop Food Waste Australia」の一環として、食品ロス対策に 400 万豪ドルの予算をあててい

る。食品系事業者の様々な部署の担当者を集め、食品ロス対策のアイデアを出し合う「The Australian 

Food Pact」を行っている。「Australian Food Pact Voluntary Agreement」という協定を作成し、食品ロス対

策に関する産業界との連携体制を構築している。その他、食品ロス対策のキャンペーン、教育、必要な技

術への投資などに注力している。 

オーストラリアでは、下記 5 つの団体が国の食品ロスの調査業務にあたっている。43 

・ AgriFutures Australia 

・ Cooperative Research Centres 

・ Entrepreneurs’ Programme 

・ CSIRO 

・ Food and Agribusiness Growth Centre 

 

州や市といった地方自治体は下記の取組を行っている。44 

                                              
43 NATIONAL FOOD WASTE STRATEGY - HALVING AUSTRALIA’S FOOD WASTE BY 2030

（https://www.awe.gov.au/sites/default/files/documents/national-food-waste-strategy.pdf） 
44 NATIONAL FOOD WASTE STRATEGY - HALVING AUSTRALIA’S FOOD WASTE BY 2030 FRAMEWORK FOR 

家庭からの食品ロス

34%

生産者の食品ロス

31%

食品加工業者の食品ロス

24%

その他の食品ロス

11%

https://www.awe.gov.au/sites/default/files/documents/national-food-waste-strategy.pdf
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・ 「Love Food Hate Waste」などのコミュニティの教育プログラムの機会を提供している。 

・ 食品ロスに関する調査プログラムを実施している。 

・ 一般の家庭から出る食品ロスのデータを収集し、食品ロス対策の戦略を組み立てる。 

・ 生産者、輸送業者といった食に関わる産業に食品ロスに関わる取組を行うため資金提供を行う。 

・ 企業に現場で食品ロスを減らすためのインフラ設備の購入費用を資金提供する。 

・ 食品用の生ゴミを入れるためのゴミ箱を住宅に配布する。 

・ 食品事業者に対し、食品廃棄物をリサイクルすることで節約できることを実証する。 

・ 食品廃棄物を堆肥やバイオエナジーにするインフラの整備を支援する。 

 

■オーストラリア政府の食品ロス対策の役割 45 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                              
ACTION（https://www.awe.gov.au/sites/default/files/documents/national-food-waste-strategy.pdf） 
45 Department of Agriculture, Water and the Environment Tackling Australia’s food waste

（https://www.awe.gov.au/environment/protection/waste/food-waste） 

 食品ロス対策の公式ガイダンスを提供する。 

 自治体に食品ロス対策への取組について働きかける。 

 食品ロスとその対策に関する調査を行い、報告書を作成して公開する。 

 ファクトシートを作成して公開する。 

 インフォグラフィックスを作成して公開する。 

https://www.awe.gov.au/sites/default/files/documents/national-food-waste-strategy.pdf
https://www.awe.gov.au/environment/protection/waste/food-waste

